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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

（１）連結経営指標等

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （百万円） 31,446 35,156 35,574 39,868 41,275

経常利益 （百万円） 1,209 1,611 1,404 1,926 2,215

当期純利益 （百万円） 438 712 711 1,100 1,187

包括利益 （百万円） 370 747 1,023 1,578 1,811

純資産額 （百万円） 10,943 11,377 12,106 12,873 14,286

総資産額 （百万円） 21,469 23,720 24,514 26,925 28,769

１株当たり純資産額 （円） 555.48 581.11 617.79 665.42 737.89

１株当たり当期純利益金額 （円） 25.46 41.30 41.29 63.84 68.90

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
（円） - - 41.07 63.17 67.92

自己資本比率 （％） 44.6 42.2 43.4 42.6 44.2

自己資本利益率 （％） 4.6 7.3 6.9 10.0 9.8

株価収益率 （倍） 14.5 9.2 10.3 10.9 11.9

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 831 805 749 2,459 1,852

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △258 △1,110 △700 △369 △121

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 568 106 146 △834 △1,196

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 3,062 2,863 3,069 4,352 4,900

従業員数
（人）

1,538 1,552 1,603 1,635 1,674

（外、平均臨時雇用人員） （758） （820） （900） （1,022） （1,096）

（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　平成26年４月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、第48期の期首に当該株式分割が行

われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額を算定しております。

３　第48期、第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

４　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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（２）提出会社の経営指標等

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

売上高 （百万円） 22,057 24,541 25,053 26,743 27,675

経常利益 （百万円） 863 1,145 1,013 1,287 1,459

当期純利益 （百万円） 409 591 582 787 895

資本金 （百万円） 1,139 1,139 1,139 1,139 1,139

発行済株式総数 （千株） 9,946 9,946 9,946 9,946 19,892

純資産額 （百万円） 7,965 8,285 8,790 9,592 10,571

総資産額 （百万円） 15,457 17,171 18,080 19,050 20,484

１株当たり純資産額 （円） 462.06 480.61 508.46 553.33 607.91

１株当たり配当額

（円）

32.00 32.00 32.00 37.00 25.00

（うち１株当たり

　中間配当額）
（14.00） （14.00） （16.00） （16.00） （10.00）

１株当たり当期純利益金額 （円） 23.75 34.30 33.80 45.70 51.94

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
（円） - - 33.62 45.22 51.21

自己資本比率 （％） 51.5 48.3 48.5 50.1 51.2

自己資本利益率 （％） 5.1 7.3 6.8 8.6 8.9

株価収益率 （倍） 15.6 11.0 12.6 15.3 15.8

配当性向 （％） 67.4 46.6 47.3 40.5 48.1

従業員数
（人）

868 874 898 913 953

（外、平均臨時雇用人員） （397） （446） （469） （596） （622）

（注）１　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　平成26年４月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行いましたが、第48期の期首に当該株式分割が行

われたと仮定し、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額を算定しております。

３　第51期の１株当たり配当額には、創業50周年記念配当５円を含んでおります。

４　第48期、第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

５　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２【沿革】

年月 事項

昭和39年４月 名古屋市中村区東宿町２丁目37番地において、空調・電気設備の保守管理、冷暖房工事の設計施工、冷

凍機器の製造販売・修理、電気機械器具の修理・販売を目的として、資本金500万円で、日本空調サー

ビス株式会社を設立

40年３月 管工事の許可（愛知県知事 か－2615号）を受ける

41年５月 本店を名古屋市中区新栄町１丁目６番地 中日ビルに移転

42年10月 大阪営業所を設置（現：大阪支店）

45年４月 名古屋営業所を設置（現：名古屋支店）

46年10月 東京営業所を設置（現：東京支店）

49年２月 管工事の許可（建設大臣 般48－3134号）を受ける

 福岡支店を設置（現：九州支店）

12月 本店を名古屋市中村区下笹島町11番地の２　住友生命名古屋ビルに移転

50年４月 横浜営業所を設置（現：横浜支店）

51年８月 筑波営業所を設置（現：筑波支店）

53年４月 本店を名古屋市名東区照が丘239番２（現在地）に移転

57年９月 広島営業所を設置（現：中国支店）

58年２月 管工事の許可（建設大臣 特57－3134号）を受ける

12月 札幌支店を設置（現：北海道支店）

62年６月 事業内容に次の内容を追加

クリーンルームの設計・施工・保守・管理

防音工事・放射線・電磁波遮へい工事の設計・施工・保守・管理

平成８年11月 日本証券業協会に株式を店頭登録

９年５月 本店新社屋竣工

11年１月 中華人民共和国江蘇省蘇州市に合作会社 蘇州日空山陽機電技術有限公司を設立（現：連結子会社）

３月 国際標準化機構（ISO）1994年版9002の認証を取得・登録

４月 子会社 日空ビジネスサービス株式会社を設立（現：連結子会社）

国際標準化機構（ISO）1996年版14001の認証を取得・登録

14年２月 子会社 株式会社日空筑波を設立（現：連結子会社）

９月 日本空調システム株式会社、株式会社日本空調三重、株式会社日本空調岐阜、株式会社日本空調北陸、

株式会社日本空調東海及び西日本空調管理株式会社を子会社化（現：連結子会社）

15年１月 東日本空調管理株式会社を子会社化（現：連結子会社）

２月 株式会社日本空調東北を子会社化（現：連結子会社）

３月 国際標準化機構（ISO）1994年版9002を2000年版9001に変更

８月 子会社 株式会社横浜日空を設立

16年12月 株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場

17年６月 事業内容に次の内容を追加

人材派遣業務

建物及び付属設備の維持管理に関するコンサルタント業務

18年９月 株式会社東京証券取引所市場第二部及び株式会社名古屋証券取引所市場第二部に株式を上場

（上記に伴い平成18年10月に株式会社ジャスダック証券取引所への株式の上場を廃止）

19年10月 株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引所において各市場第一部銘柄に指定

20年４月 関東支店を設置

22年９月 子会社 株式会社日空筑波をイーテック・ジャパン株式会社に商号変更

23年11月 中華人民共和国上海市に上海日空山陽国際貿易有限公司を設立（現：連結子会社）

24年12月 子会社 株式会社横浜日空をイーテック・ジャパン株式会社に吸収合併

25年６月 事業内容に次の内容を追加

発電及び電気の供給
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３【事業の内容】

当社グループは、日本空調サービス株式会社（当社）及び子会社12社（国内10社、海外２社）により構成され、空調

を中心とした建物設備等のメンテナンス、維持管理及びリニューアル工事を主な事業としております。

 

当社グループは、報告セグメントを単一のセグメントとしておりますので、セグメント情報に関連付けた記載を行っ

ておりません。

 

事業の系統図は、次のとおりであります。

 

 

（注）　子会社12社はすべて連結子会社であります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
又は出資金

主要な事業の内容
議決権の所有割合
又は被所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

日本空調システム㈱ 名古屋市東区 90百万円
建物設備メンテナンス部門

建物設備工事部門
51.1

建物設備等の維持管理業務及び

リニューアル工事業務を行って

おります。

役員の兼任…２名

資金の借入

㈱日本空調三重 三重県津市 45百万円
建物設備メンテナンス部門

建物設備工事部門
100.0

建物設備等の維持管理業務及び

リニューアル工事業務を行って

おります。

役員の兼任…１名

㈱日本空調岐阜 岐阜県岐阜市 34百万円
建物設備メンテナンス部門

建物設備工事部門
50.5

建物設備等の維持管理業務及び

リニューアル工事業務を行って

おります。

役員の兼任…２名

㈱日本空調北陸 富山県富山市 30百万円
建物設備メンテナンス部門

建物設備工事部門
51.0

建物設備等の維持管理業務及び

リニューアル工事業務を行って

おります。

役員の兼任…２名

㈱日本空調東北 仙台市太白区 65百万円
建物設備メンテナンス部門

建物設備工事部門
100.0

建物設備等の維持管理業務及び

リニューアル工事業務を行って

おります。

役員の兼任…２名

資金の借入

㈱日本空調東海 浜松市東区 30百万円
建物設備メンテナンス部門

建物設備工事部門
51.0

建物設備等の維持管理業務及び

リニューアル工事業務を行って

おります。

役員の兼任…２名

西日本空調管理㈱ 大阪府吹田市 10百万円
建物設備メンテナンス部門

建物設備工事部門
100.0

建物設備等の維持管理業務及び

リニューアル工事業務を行って

おります。

役員の兼任…１名

資金の借入

東日本空調管理㈱ 東京都江東区 10百万円 建物設備メンテナンス部門 54.0

建物設備等の維持管理業務を

行っております。

役員の兼任…１名

資金の借入

日空ビジネスサービス㈱
名古屋市

名東区
30百万円 建物設備メンテナンス部門 100.0

建物設備等の維持管理業務の技

術者派遣を行っております。

役員の兼任…１名

資金の借入

イーテック・ジャパン㈱ 東京都江東区 10百万円
建物設備メンテナンス部門

建物設備工事部門
100.0

建物設備等の維持管理業務及び

リニューアル工事業務を行って

おります。

役員の兼任…１名

蘇州日空山陽機電技術

有限公司

中国

江蘇省蘇州市
400千米ドル

建物設備メンテナンス部門

建物設備工事部門
80.6

中国国内の精密機械設備のメン

テナンス及びリニューアル工事

業務を行っております。

役員の兼任…２名

上海日空山陽国際貿易

有限公司

中国

上海市
510千人民元 建物設備メンテナンス部門

80.6

（80.6）

中国国内における機器販売・据

付及びそれらに係る修繕業務を

行っております。

役員の兼任…２名

（注）１　当社グループは、単一セグメントであるため、「主要な事業の内容」欄には、事業部門の名称を記載してお

ります。

２　議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

３　特定子会社に該当するものはありません。

４　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。
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５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

平成27年３月31日現在
 

事業部門の名称 従業員数（人）

建物設備メンテナンス部門
1,280

(909)

建物設備工事部門
93

(23)

全社（共通）
301

(164)

合計
1,674

(1,096)

（注）１　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。

２　臨時従業員（契約社員、パートタイマー及び人材会社からの派遣社員）につきましては、（　）内に年間の

平均雇用人員（１日８時間換算）を外数で記載しております。

３　当社グループは、単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数を記載しております。

４　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

（２）提出会社の状況

平成27年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

953

(622)
38.4 13.1 5,566,371

 

事業部門の名称 従業員数（人）

建物設備メンテナンス部門
701

(510)

建物設備工事部門
55

(11)

全社（共通）
197

(101)

合計
953

(622)

（注）１　従業員数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業人員数であります。

２　臨時従業員（契約社員、パートタイマー及び人材会社からの派遣社員）につきましては、（　）内に年間の

平均雇用人員（１日８時間換算）を外数で記載しております。

３　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

４　当社は、単一セグメントであるため、事業部門別の従業員数を記載しております。

５　全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。

 

（３）労働組合の状況

当社グループにおいて、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う反動や物価上昇等に伴う実質所得低下の影響に

よる個人消費の低迷により、足踏み状態になっております。一方で、設備投資は企業収益の改善を背景に回復基調

を維持しております。ビルメンテナンス業界においては、引き続き施設の維持管理コストの見直し意識が強いもの

の、省エネや省コストに関心が高い状況が続いております。

このような経営環境の中、当社グループにおいては、サービスを提供する現場でのお客様との接点を最重要視

し、当社のノウハウを活かした設備診断、ソリューション提案、省エネや省コスト提案を通じてお客様の潜在的

ニーズの掘り起こしに努め、新規物件の獲得や既存契約の維持に取り組んでまいりました。

この結果、大型病院等の施設常駐管理現場が増加したこと等により、当連結会計年度の売上高は412億75百万円

（前連結会計年度比3.5％増）となりました。種類別の内訳は、建物設備メンテナンスは295億28百万円（同5.2％

増）、建物設備工事は117億46百万円（同0.4％減）となりました。利益面につきましても、不採算現場の利益改善

努力を行ったこと等により、営業利益は21億44百万円（同14.7％増）、経常利益は22億15百万円（同15.0％増）、

当期純利益は11億87百万円（同7.9％増）となりました。

なお、当社グループは、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを

一体化した事業活動を展開しており、報告セグメントを単一としております。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度に比べて５億47百万円増加し、49億

円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、得られた資金は18億52百万円（前連結会計年度比24.7％減）となりました。

これは主に、売上債権の増減額の増加が11億２百万円あったものの、税金等調整前当期純利益が21億55百万円

あったことや仕入債務の増減額の増加が９億24百万円あったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は１億21百万円（前連結会計年度比67.1％減）となりました。

これは主に、有形固定資産の売却による収入が75百万円あったものの、有形固定資産の取得による支出が２億

43百万円あったことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は11億96百万円（前連結会計年度比43.3％増）となりました。

これは主に、長期借入金の返済による支出が４億66百万円、短期借入金の純増減額の減少が３億89百万円、配

当金の支払額が３億53百万円あったことなどによるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、報告セグメントを単一のセグメントとしておりますので、セグメント情報に関連付けた記載を行っ

ておりません。

 

（１）生産実績

当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産実績」の記載をしておりません。

 

（２）受注状況

当連結会計年度の受注状況を部門別に示すと、次のとおりであります。

部門名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

建物設備メンテナンス部門 - - - -

建物設備工事部門 12,251 104.1 2,397 126.7

合計 12,251 104.1 2,397 126.7

（注）１　当社グループは、報告セグメントを単一のセグメントとしておりますので、セグメントごとの記載に

代えて部門別の受注状況の記載をしております。

２　部門間の取引については、相殺消去しております。

３　当社グループでは建物設備メンテナンスは受注生産を行っていないため「受注状況」の記載をしてお

りません。

４　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（３）売上実績

当連結会計年度における売上実績を部門別及び地域別に示すと、次のとおりであります。

①　部門別

名称 売上高（百万円） 前年同期比（％）

建物設備メンテナンス部門 29,528 105.2

建物設備工事部門 11,746 99.6

合計 41,275 103.5

 

②　地域別

名称 売上高（百万円） 前年同期比（％）

東日本 17,750 100.5

中日本 14,887 101.7

西日本 7,703 110.4

小計 40,341 102.7

中国 933 162.3

合計 41,275 103.5

（注）１　当社グループは、報告セグメントを単一のセグメントとしておりますので、セグメントごとの記載に

代えて部門別及び地域別での売上実績の記載をしております。

２　地域別売上は、当社支店・子会社の所在地によって区分しております。

３　部門間の取引及び地域間の取引については、相殺消去しております。

４　主な相手先別の売上実績及び当該売上実績の総売上実績に対する割合については、当該割合が100分

の10以上の相手先がありませんので記載を省略しております。

５　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

建物設備のメンテナンスサービスを中核事業とする当社グループを取り巻く環境におきましては、政府の経済政策を

背景に緩やかな回復基調で推移しておりますが、消費税率の引き上げに伴う駆け込み需要の反動などにより、依然とし

て先行き不透明な状況が続いており、民間企業、官庁ともに施設の維持管理コストの削減や見直し意識が高く、今後も

厳しい経営環境が続くものと推測しております。

そのような経営環境におきましても、お客様の環境や省エネ・省コストへの関心は高い状況が継続しております。当

社グループでは、お客様との接点を最重要視し、お客様の潜在的ニーズに対し営業力と技術力を結集した設備診断、ソ

リューション提案、省エネ・省コスト提案を通じてメンテナンス及びリニューアル工事の拡大を図ってまいります。ま

た、当社グループは、2013年度を初年度とする中期５ヵ年経営計画を策定しております。この計画は、当社グループが

永続的な成長を実現するための経営戦略、数値目標を明確に示した将来展望と位置付けており、引き続き次の点を中期

的な課題と捉え、注力してまいります。

①　当社グループは今後も高い技術が必要とされる特殊施設、特殊空間等に対して高品質サービスを提供してまいり

ます。そのために、更なる技術力向上に向けて経営資源を集中させ、既存のお客様に満足していただくとともに、

新たなお客様の獲得につなげてまいります。

②　当社グループは日本全国に拠点を展開しており、そのネットワークを最大限活用することで迅速かつ高いレベル

でお客様のニーズに合わせたサービスを提供し続けてまいります。また、各エリアでの連携を強化し、コストの効

率化を進めるとともに、環境創生企業として、人と環境の調和を常に考え、最適な環境を創造することで社会に貢

献してまいります。

③　当社グループのガバナンスをより強化することにより、企業価値を高め、株主の皆様への利益還元と従業員の待

遇の更なる充実を目指してまいります。

このような取り組みを着実に推進し、計画の２年目につきましても当初計画を上回る業績を残すことができました。

今後もこの計画を継続することにより、業界におけるポジションを一層高め、「建物設備メンテナンス業界のリー

ダー」として、当社グループ独自のビジネスパターンの構築を目指してまいります。

当社グループが永続的な成長を実現するためには、中核事業である建物設備メンテナンス部門を安定的に拡大し、よ

り強固な経営基盤を構築していくことが必要と考えております。今後も成長が期待できる医療関連業界等を含め特殊施

設の更なるシェアアップを目指してまいります。そのうえで、お客様から“日本空調に仕事を任せて本当に良かった、

これからも頼むよ”とのご評価を得て、契約の更新・拡大を図るとともに、毎年着実に新規のお客様を獲得できるよ

う、お客様の事業価値の向上に貢献する高い技術力とサービス力を「日本空調ブランド」と位置付け、提供するサービ

スの質の絶え間ない向上を掲げ、競争力を高めてまいります。

また、リスク管理委員会・コンプライアンス委員会等により、内部統制を含む社内管理体制の強化に取り組み、更な

るコンプライアンスの充実を図ってまいります。
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４【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがあります。なお、

本文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成27年６月25日）現在において当社グループが判断し

たものであります。

 

①　経済状況

当社グループの中核事業である建物設備メンテナンス及びその重要な補完的役割を担う建物設備工事におきまし

ては、現在我が国の景気動向は若干好転しておりますが、引き続きメンテナンスコストの見直しや新規受注に向け

た企業間競争の激化により、お客様からのメンテナンス料金引下げ要望がさらに加速される可能性があり、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

②　メンテナンス・工事施工にかかる事故・災害等のリスク

当社グループがお客様に提供している商品は、建物設備メンテナンス及び建物設備工事であり、そのサービスの

提供や工事に携わる当社グループ社員の人為的なミスにより、お客様にご迷惑及び損失を与えてしまう恐れがあり

ます。また、建物設備工事においては、竣工後一定期間、瑕疵担保責任に伴う補修工事等が発生する可能性があり

ます。また、これらに関連して、訴訟等を提起される可能性があります。賠償責任保険の加入等によりリスク回避

には努めておりますが、保険でまかないきれない損失の発生や信頼失墜によるブランド力低下等により、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③　特有の法的規制・取引慣行・経営方針

当社グループが関連する建物設備メンテナンス及び建物設備工事における官公庁関連の案件につきましては「入

札制度」に参加し、受注・契約を行っております。この入札制度の参加資格条件の変更等により、入札参加機会を

失すること、また、官公庁の官業の民間への開放策である指定管理者制度等の導入による受注先の変更に伴い逸注

する可能性もあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

④　厚生年金基金

当社及び子会社の多くは、総合設立型の厚生年金基金に加入しており、厚生年金基金の財政は、昨今の株式市場

の状況により資産運用は若干好転しておりますが、引き続き厳しい状況にあります。また、現在加入している厚生

年金基金についてはすべて解散の決議が行われ、解散に向け準備を進めておりますが、財政数値につきましては現

状では予測できない状況であります。今後、当社の負担しなければならない損失が発生する可能性があり、当社と

しては、自己の意思決定により資産運用や制度の変更ができない総合型基金に加入している現状をリスクとして捉

えております。

⑤　アスベストに対する問題

昨今、社会問題化しているアスベストの曝露による肺がん、悪性中皮腫等を発症している労働者が増えつつある

状況のなかで、当社グループにおいても、サービスを提供する現場において、アスベストの存在の確認を必ず行っ

ておりますが、将来的に、同様の事象が発生する可能性が全くないとは考えられない状況であります。

 

５【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

 

６【研究開発活動】

当社における研究開発活動は、高度な技術により成立している大型医療施設・工場等の設備維持管理・診断技術の高

度化と効率化を開発の基本方針として、より高度なお客様のニ－ズに応えるべく実施しております。当連結会計年度の

研究開発活動は、前連結会計年度に引き続き行っている省エネルギ－提案の要素技術開発について実施しました。研究

開発費の総額は10百万円であります。

当社グループは、報告セグメントを単一のセグメントとしておりますので、セグメント情報に関連付けた記載を行っ

ておりません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成27年６月25日）現在において当社グループが判断したもの

であります。

 

（１）重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表はわが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成して

おります。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影

響を与える見積り・仮定設定を必要としております。経営者は、これらの見積りについて、過去の実績や状況に応

じ、合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性が存在するため、これらの見積りと異な

る場合があります。

当社グループの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載しております。

 

（２）当連結会計年度の経営成績の分析

「第２　事業の状況　１　業績等の概要（１）業績」をご参照下さい。

 

（３）経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループの中核事業である建物設備メンテナンス及びその重要な補完的役割を担う建物設備工事におきまし

ては、政府の経済政策を背景に緩やかな回復基調で推移しておりますが、消費税率の引き上げに伴う駆け込み需要

の反動などによる影響から、設備投資計画には慎重さが残されており、先行きについては今後も厳しい経営環境が

続くものと推測しております。さらに新規受注に向けた企業間競争の激化や既存のお客様からのメンテナンス料金

引下げ要望が続いている状況にあります。また、官公庁関連の案件に際しては「入札制度」に参加し、受注・契約

を行っており、この入札制度の参加資格条件の変更等により、入札参加機会を失すること、また、官公庁の指定管

理者制度等の導入による受注先の変更に伴う逸注、もしくは、想定外の減額要請がされる可能性もあり、当社グ

ループの経営成績に重要な影響を与える可能性があります。

 

（４）経営戦略の現状と見通し

当社グループといたしましては、これまでどおり技術力・提案力を最大限に発揮し、民間の新規お客様の開拓や

既存契約の維持に引き続き全力を尽くしてまいります。厳しい経営環境下におきましてもお客様の環境や省エネル

ギーに対する関心は高まっており、当社グループのノウハウを活かした提案活動を積極的に展開し、メンテナンス

及びリニューアル工事の拡大を図ってまいります。当社グループは、お客様から“日本空調に仕事を任せて本当に

良かった、これからも頼むよ”とのご評価を得て、契約の更新・拡大を図るとともに、毎年着実に新規のお客様を

獲得できるよう、お客様の事業価値の向上に貢献する高い技術力とサービス力を「日本空調ブランド」と位置付

け、提供するサービスの質の絶え間ない向上を掲げ、競争力を高め、着実な成長を目指してまいります。
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（５）当連結会計年度の財政状態の分析

①　資産、負債及び純資産の分析

（資産）

流動資産は177億28百万円となり、前連結会計年度末に比べて15億90百万円の増加となりました。これは主

に、受取手形・完成工事未収入金等が10億53百万円、現金及び預金が４億９百万円それぞれ増加したことなど

によります。

固定資産は110億41百万円となり、前連結会計年度末に比べて２億53百万円の増加となりました。これは主

に、建物（純額）が２億19百万円、繰延税金資産が１億42百万円、土地が56百万円それぞれ減少し、投資有価

証券が７億４百万円増加したことなどによります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて18億44百万円増加し、287億69百万円（前連結会計年度比

6.9％増）となりました。

（負債）

流動負債は115億32百万円となり、前連結会計年度末に比べて６億円の増加となりました。これは主に、未

払金が４億58百万円、短期借入金が３億89百万円それぞれ減少し、流動負債のその他が５億36百万円、電子記

録債務が５億31百万円、支払手形・工事未払金等が４億３百万円それぞれ増加したことなどによります。

固定負債は29億50百万円となり、前連結会計年度末に比べて１億67百万円の減少となりました。これは主

に、長期借入金が３億63百万円減少し、退職給付に係る負債が１億73百万円増加したことなどによります。

この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて４億32百万円増加し、144億83百万円（前連結会計年度比

3.1％増）となりました。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて14億12百万円増加し、142億86百万円（前連結会計年度比11.0％

増）となりました。

 

②　キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度に比べて５億47百万円増加し、49

億円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは18億52百万円となり、前連結会計年度に比べ

て６億６百万円の減少（前連結会計年度比24.7％減）となりました。これは主に、前連結会計年度に負ののれ

ん発生益１億25百万円が発生したことや、その他流動負債の増減額の増加が３億73百万円と前連結会計年度に

比べて95百万円増加したこと、たな卸資産の増減額の減少が37百万円と前連結会計年度に比べて70百万円増加

したこと、減損損失59百万円が発生した一方で、売上債権の増減額の増加が11億２百万円と前連結会計年度に

比べて６億42百万円増加したこと、法人税等の支払額が９億78百万円と前連結会計年度に比べて４億35百万円

増加したことなどによります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは△１億21百万円となり、前連結会計年度に比

べて２億47百万円の増加となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入が75百万円と前連結会計

年度に比べて２億24百万円減少した一方で、有形固定資産の取得による支出が２億43百万円と前連結会計年度

に比べて２億82百万円減少したこと、その他収入が３億45百万円と前連結会計年度に比べて１億11百万円増加

したこと、前連結会計年度に子会社株式の追加取得による支出88百万円が発生したことなどによります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは△11億96百万円となり、前連結会計年度に比

べて３億61百万円の減少となりました。これは主に、短期借入金の純増減額の減少が３億89百万円と前連結会

計年度に比べて２億22百万円減少した一方で、長期借入れによる収入が50百万円と前連結会計年度に比べて４

億70百万円減少したこと、配当金の支払額が３億53百万円と前連結会計年度に比べて77百万円増加したことな

どによります。

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

 平成23年３月期平成24年３月期平成25年３月期平成26年３月期平成27年３月期

自己資本比率（％） 44.6 42.2 43.4 42.6 44.2

時価ベースの

自己資本比率（％）
29.7 27.5 30.0 44.8 49.1

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年）
2.2 2.8 3.6 0.9 0.8

インタレスト・

カバレッジ・レシオ（倍）
59.6 52.9 41.0 148.1 117.9

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注）１　いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２　株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により計算しておりま

す。

３　キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

４　有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債

を対象としております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は、１億67百万円であります。なお、設

備投資等の主なものは、日本空調サービス株式会社の会計システム構築47百万円、株式会社日本空調岐阜の本社社屋改

修工事14百万円であります。

また、重要な設備の除却、売却等について特記すべき事項はありません。

 

２【主要な設備の状況】

当社グループは、報告セグメントを単一のセグメントとしておりますので、セグメント情報に関連付けた記載を行っ

ておりません。

（１）提出会社

平成27年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（百万円）

機械及び装置
、車両運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

東京支店

（東京都江東区）
営業用 1,250 0

906

(1,767.49)
- 51 2,209 666

名古屋支店

（名古屋市名東区）
営業用 72 -

317

(763.23)
- 3 392 179

大阪支店

（大阪府箕面市）
営業用 504 -

477

(1,066.32)
- 6 989 113

本社

（名古屋市名東区）
非営業用 316 -

242

(1,023.13)
- 117 676 83

（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品及びソフトウエアであります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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（２）国内子会社

平成27年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

設備
の
内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（百万円）

機械及び装置
、車両運搬具
(百万円)

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

日本空調システム㈱
本社

（名古屋市東区）

本社

及び

営業用

25 3
104

(407.88)
- 9 143 236

㈱日本空調三重
本社

（三重県津市）

本社

及び

営業用

25 3
65

(590.45)
0 2 97 26

㈱日本空調岐阜
本社

（岐阜県岐阜市）

本社

及び

営業用

65 0
77

(1,390.47)
- 3 145 30

㈱日本空調北陸
本社

（富山県富山市）

本社

及び

営業用

159 11
121

(1,168.50)
- 4 297 98

㈱日本空調北陸
高岡太陽光発電所

（富山県高岡市）
営業用 - 399

-

[24,000.00]
- - 399 -

㈱日本空調東北
本社

（仙台市太白区）

本社

及び

営業用

43 -
43

(515.81)
- 4 91 43

㈱日本空調東海
本社

（浜松市東区）

本社

及び

営業用

22 13
63

(927.84)
- 1 101 60

（注）１　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品及びソフトウエアであります。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　土地の一部につきまして連結会社以外から賃借しており、賃借している土地の面積については［　］で表示

しております。

 

（３）在外子会社

平成27年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

設備
の
内容

帳簿価額

従業員数
（人）建物

（百万円）

機械及び装置
、車両運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
（面積㎡）

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

蘇州日空山陽

機電技術有限公司

本社

（中国

江蘇省蘇州市）

本社

及び

営業用

5 7 - - 3 16 29

（注）　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品及びソフトウエアであります。
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３【設備の新設、除却等の計画】

当社グループは、報告セグメントを単一のセグメントとしておりますので、セグメント情報に関連付けた記載を行っ

ておりません。

（１）重要な設備の新設等

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了予定年月
総額

（百万円）
既支払額
（百万円）

日本空調サービス㈱
本社

（名古屋市名東区）

基幹

システム
434 78 自己資金 2014年１月 2017年３月

㈱日本空調北陸
太陽光発電所４件

（富山県富山市）
太陽光発電 1,350 0

自己資金及び

金融機関からの借入
2015年５月 2016年３月

日本空調サービス㈱
太陽光発電所

（愛知県新城市）
太陽光発電 190 0 自己資金 2015年７月 2016年６月

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（２）重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数（株）

（平成27年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成27年６月25日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 19,892,000 19,892,000

東京証券取引所

名古屋証券取引所

各市場第一部

単元株式数

100株

計 19,892,000 19,892,000 - -

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　第１回新株予約権

平成24年７月31日　取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成27年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の数 528個（注）１ 528個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 - -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 105,600株（注）１，４ 105,600株（注）１，４

新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成24年８月18日

至　平成54年８月17日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　281.5円

資本組入額　　141円

（注）４

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　譲渡による新株予約権の取得に

ついては、当社取締役会の決議に

よる承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 - -

組織再編成行為に伴う

新株予約権の交付に関する事項
（注）３ 同左
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（注）１　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という）は100株とする。ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当

日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株

式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行

い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割または株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはそ

の効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の

額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株

式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合

は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを

適用する。

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の

調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を

新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という）に通知ま

たは公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、

以後速やかに通知または公告する。

２（１）新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日（以下、

「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、「新株予約権の行使期間」の期間内において、以下

の①または②に定める場合（ただし、②については、下記（注）３に従って新株予約権者に再編

対象会社の新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約若しくは株式移転計画において

定められている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。

①　新株予約権者が平成53年８月17日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合

平成53年８月18日から平成54年８月17日

②　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約若し

くは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合

は、取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

（３）上記（１）及び（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

３　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社

が分割会社となる場合に限る）または株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる

場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効

力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の

成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の

成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会

社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することと

する。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条

件とする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。
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（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使

価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗

じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交

付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を

行使することができる期間の満了日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記

載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

（８）新株予約権の取得条項

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は

無償で新株予約権を取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要

することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について

当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってそ

の全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

（９）その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）２に準じて決定する。

４　平成26年４月１日付で普通株式１株を２株に分割したため、「新株予約権の目的となる株式の数」及

び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」を調整しており

ます。
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②　第２回新株予約権

平成25年８月14日　取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成27年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の数 470個（注）１ 470個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 - -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 94,000株（注）１，４ 94,000株（注）１，４

新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成25年９月４日

至　平成55年９月３日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　339円

資本組入額　170円

（注）４

同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　譲渡による新株予約権の取得に

ついては、当社取締役会の決議に

よる承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 - -

組織再編成行為に伴う

新株予約権の交付に関する事項
（注）３ 同左

（注）１　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という）は100株とする。ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当

日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株

式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行

い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割または株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはそ

の効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の

額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株

式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合

は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを

適用する。

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の

調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を

新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という）に通知ま

たは公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、

以後速やかに通知または公告する。

２（１）新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日（以下、

「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、「新株予約権の行使期間」の期間内において、以下

の①または②に定める場合（ただし、②については、下記（注）３に従って新株予約権者に再編

対象会社の新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約若しくは株式移転計画において

定められている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。

①　新株予約権者が平成54年９月３日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合

平成54年９月４日から平成55年９月３日
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②　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約若し

くは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合

は、取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

（３）上記（１）及び（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

３　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社

が分割会社となる場合に限る）または株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる

場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効

力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の

成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の

成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会

社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することと

する。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条

件とする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使

価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗

じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交

付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を

行使することができる期間の満了日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記

載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

（８）新株予約権の取得条項

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は

無償で新株予約権を取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要

することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について

当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってそ

の全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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（９）その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）２に準じて決定する。

４　平成26年４月１日付で普通株式１株を２株に分割したため、「新株予約権の目的となる株式の数」及

び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」を調整しており

ます。

 

③　第３回新株予約権

平成26年７月31日　取締役会決議

 
事業年度末現在

（平成27年３月31日）
提出日の前月末現在
（平成27年５月31日）

新株予約権の数 302個（注）１ 302個（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 - -

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 60,400株（注）１ 60,400株（注）１

新株予約権の行使時の払込金額 １株あたり１円 同左

新株予約権の行使期間
自　平成26年８月19日

至　平成56年８月18日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　654円

資本組入額　327円
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

　譲渡による新株予約権の取得に

ついては、当社取締役会の決議に

よる承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 - -

組織再編成行為に伴う

新株予約権の交付に関する事項
（注）３ 同左

（注）１　新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以

下、「付与株式数」という）は200株とする。ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当

日」という）以降、当社が当社普通株式の株式分割（当社普通株式の株式無償割当を含む。以下、株

式分割の記載につき同じ）または株式併合を行う場合には、次の算式により付与株式数の調整を行

い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割または株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めないときはそ

の効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の

額を減少して資本金または準備金を増加する議案が株主総会において承認されることを条件として株

式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場合

は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを

適用する。

また、割当日以降、当社が合併または会社分割を行う場合その他これらの場合に準じて付与株式数の

調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適切に調整することができる。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を

新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という）に通知ま

たは公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、

以後速やかに通知または公告する。
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２（１）新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した日（以下、

「地位喪失日」という）の翌日以降、新株予約権を行使することができる。

（２）上記（１）にかかわらず、新株予約権者は、「新株予約権の行使期間」の期間内において、以下

の①または②に定める場合（ただし、②については、下記（注）３に従って新株予約権者に再編

対象会社の新株予約権が交付される旨が合併契約、株式交換契約若しくは株式移転計画において

定められている場合を除く）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使できる。

①　新株予約権者が平成55年８月18日に至るまでに地位喪失日を迎えなかった場合

平成55年８月19日から平成56年８月18日

②　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案または当社が完全子会社となる株式交換契約若し

くは株式移転計画承認の議案につき株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合

は、取締役会決議がなされた場合）

当該承認日の翌日から15日間

（３）上記（１）及び（２）①は、新株予約権を相続により承継した者については適用しない。

（４）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合、当該新株予約権を行使することができない。

３　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（それぞれ当社

が分割会社となる場合に限る）または株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる

場合に限る）（以上を総称して以下、「組織再編行為」という）をする場合には、組織再編行為の効

力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の

成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の

成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生ずる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会

社の成立の日をいう。以下同じ）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」と

いう）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イから

ホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することと

する。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めることを条

件とする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記（注）１に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再編後行使

価額に上記（３）に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗

じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交

付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編

行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を

行使することができる期間の満了日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事

項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則

第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記

載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要する。
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（８）新株予約権の取得条項

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、当社取締役会が別途定める日に、当社は

無償で新株予約権を取得することができる。

①　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②　当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案

③　当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案

④　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要

することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について

当社の承認を要すること若しくは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってそ

の全部を取得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案

（９）その他の新株予約権の行使の条件

上記（注）２に準じて決定する。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年４月１日（注） 9,946,000 19,892,000 - 1,139 - 362

（注）　株式分割（１：２）によるものであります。
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（６）【所有者別状況】

平成27年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状
況（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数（人） - 24 24 28 52 - 3,579 3,707 -

所有株式数

（単元）
- 50,337 2,458 6,968 9,958 - 129,167 198,888 3,200

所有株式数の

割合（％）
- 25.31 1.24 3.50 5.01 - 64.94 100.00 -

（注）１　自己株式2,652,454株は、「個人その他」に26,524単元及び「単元未満株式の状況」に54株を含めて

記載しております。

２　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が、20単元含まれております。

 

（７）【大株主の状況】

  平成27年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日本空調サービス従業員持株会 名古屋市名東区照が丘239番２ 1,632 8.21

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 820 4.12

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 800 4.02

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄３丁目14番12号 668 3.36

大橋　一夫 愛知県日進市 596 3.00

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２番１号 564 2.84

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 539 2.71

岐阜信用金庫 岐阜県岐阜市神田町６丁目11 400 2.01

林　和子 名古屋市千種区 343 1.72

岡地　修 名古屋市北区 289 1.45

計 - 6,652 33.44

（注）１　上記には、当社保有の自己株式2,652千株（13.33％）は含まれておりません。

２　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成26年６月２日付の変更報告書の写しの送付が

あり、平成26年５月26日現在で株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行他２名の共同保有者が以下のとおり株式

を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における株式会社三菱東京ＵＦＪ

銀行以外の実質所有株式数の確認ができていませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等

の数（株）

株券等保有

割合（％）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 820,000 4.12

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 593,900 2.99

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 22,500 0.11

計 - 1,436,400 7.22
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　2,652,400
- -

完全議決権株式（その他） 普通株式　 17,236,400 172,364 -

単元未満株式 普通株式　　　　3,200 - 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 19,892,000 - -

総株主の議決権 - 172,364 -

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権20個）含ま

れております。

２　「単元未満株式」欄には当社所有の自己保有株式54株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本空調サービス株式会社

名古屋市名東区照が丘

239番２
2,652,400 - 2,652,400 13.33

計 - 2,652,400 - 2,652,400 13.33
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（９）【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

 

①　第１回新株予約権

決議年月日 平成24年７月31日　取締役会決議

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役（社外取締役を除く）　4

当社執行役員　　　　　　　　　　6

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）新株予約権等の状況

　①　第１回新株予約権」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上

 

②　第２回新株予約権

決議年月日 平成25年８月14日　取締役会決議

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役（社外取締役を除く）　4

当社執行役員　　　　　　　　　　6

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）新株予約権等の状況

　②　第２回新株予約権」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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③　第３回新株予約権

決議年月日 平成26年７月31日　取締役会決議

付与対象者の区分及び人数（名）
当社取締役（社外取締役を除く）　4

当社執行役員　　　　　　　　　　7

新株予約権の目的となる株式の種類
「（２）新株予約権等の状況

　③　第３回新株予約権」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 同上
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
- - - -

消却の処分を行った取得自己株式 - - - -

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
- - - -

その他 - - - -

保有自己株式数 2,652,454 - 2,652,454 -

（注）１　平成26年４月１日付をもって１株を２株に株式分割しており、当事業年度における保有自己株式数

は、株式分割による増加1,326,227株を含んでおります。

２　当期間における保有自己株式数には、平成27年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取による株式数は含めておりません。
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３【配当政策】

当社は株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識しており、経営基盤の強化に向けた内部留保の充

実を勘案しつつ、利益配分を決定することとしております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、中間配当は

取締役会、期末配当は株主総会としております。

また、利益還元の基本方針につきましては、従来「連結配当性向30％を目途に安定した配当の継続」としておりまし

たが、現在推進中の中期５ヵ年経営計画におきまして、配当性向の水準を段階的に引き上げ、2018年３月期にはその目

途を50％とすることといたしました。

上記方針に基づき、当事業年度の配当金につきましては、１株当たり10円の中間配当を実施済みであり、期末配当は

１株当たり普通配当15円とすることで、年間配当金としては、１株当たり25円（前期実績37円）といたしました。

この結果、当事業年度の配当性向は連結で36.3％（個別では48.1％）となりました。

内部留保資金につきましては、財務体質の強化並びに将来の事業展開に向けた投資等に有効活用していく考えであり

ます。

なお、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として中間配当を実施できる。」旨を定款に定めてお

ります。

 

（注）１　当社は、平成26年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。前期実績について

は当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

２　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成26年10月31日

取締役会決議
172 10.00

平成27年６月24日

定時株主総会決議
258 15.00

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第48期 第49期 第50期 第51期 第52期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月

最高（円） 805 788 915
1,394

※ 705
907

最低（円） 613 673 696
801

※ 613
608

（注）１　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

２　※印は、株式分割（平成26年４月１日、１株→２株）による権利落後の株価であります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年１月 ２月 ３月

最高（円） 830 820 856 907 894 900

最低（円） 709 767 756 805 825 815

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性　10名　女性　‐名　　（役員のうち女性の比率　‐％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
- 橋 本 東 海 男 昭和29年２月５日生

昭和47年４月 当社入社

注３ 45

平成11年２月 蘇州日空山陽機電技術有限公司総経理

平成14年４月 当社執行役員

平成16年８月 当社執行役員海外事業部長補佐

平成17年４月 当社執行役員経営企画室長

平成18年４月 当社執行役員経営企画室長兼海外事業

部長

平成18年６月 当社取締役執行役員経営企画室長兼海

外事業部長

平成18年８月 蘇州日空山陽機電技術有限公司董事長

平成19年１月 同社董事長兼総経理

平成20年４月 同社董事長（現任）

平成21年４月 当社取締役常務執行役員経営企画室長

兼海外事業部長

平成23年４月 当社取締役常務執行役員経営戦略本部

長兼海外事業部長

平成23年10月 当社取締役常務執行役員管理本部長兼

海外事業部長

平成23年11月 上海日空山陽国際貿易有限公司董事長

（現任）

平成24年４月 当社代表取締役社長（現任）

取締役

執行役員
総務部長 草 野 幸 士 昭和33年３月20日生

平成５年４月

平成10年４月

当社入社

当社名古屋支店総務チームリーダー

注３ 5

平成13年４月 当社中部支社総務チームリーダー

平成15年４月 当社総務部サブリーダー

平成20年４月 当社内部統制推進室リーダー

平成21年４月 当社総務部リーダー

平成23年４月 当社管理・教育本部総務部長

平成23年10月 当社管理本部総務部長

平成24年４月 当社総務部長

平成26年４月 当社執行役員総務部長

平成26年６月 当社取締役執行役員総務部長（現任）

取締役

執行役員
経理部長 田 中 洋 二 昭和31年８月14日生

平成16年６月 当社入社

注３ 11

平成19年４月 当社経理部長

平成22年１月

 

蘇州日空山陽機電技術有限公司董事

（現任）

平成23年４月 当社管理・教育本部経理部長

平成23年５月 株式会社日本空調東北取締役（現任）

平成23年10月 当社管理本部経理部長

平成23年11月 上海日空山陽国際貿易有限公司董事

（現任）

平成24年４月 当社経理部長

平成25年５月

 

日本空調システム株式会社取締役（現

任）

平成25年６月 株式会社日本空調東海取締役（現任）

 

 
平成26年４月

平成26年６月

株式会社日本空調北陸取締役（現任）

株式会社日本空調岐阜取締役（現任）

当社執行役員経理部長

当社取締役執行役員経理部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 - 中 町 博 司 昭和29年７月18日生

昭和53年10月 株式会社日本空調北陸入社

注３ 8

平成元年９月 株式会社日本空調東北へ転籍

平成３年９月 同社仙台営業所所長

平成４年11月 同社取締役技術部長

平成11年４月 同社常務取締役

平成15年１月 同社取締役技術部長

平成20年５月

平成27年６月

同社代表取締役社長（現任）

当社取締役（現任）

取締役 - 景 山 龍 夫 昭和27年３月10日生

昭和57年８月 公認会計士登録

注３ 14
平成11年４月 誠栄監査法人設立代表社員（現任）

平成12年６月 当社監査役

平成14年６月 当社取締役（現任）

取締役 - 森 田 尚 男 昭和31年６月21日生

平成２年４月 弁護士登録

注３ 1

 旗法律事務所入所

平成20年８月 朝涼法律事務所代表（現任）

平成24年６月

平成26年12月

当社取締役（現任）

マルサンアイ株式会社社外取締役（現

任）

常勤監査役 - 渡 邉 資 史 昭和34年８月16日生

昭和55年３月 当社入社

注４ 20

平成14年４月 当社大阪支店技術２Gマネージャー

平成20年４月 当社名古屋支店支店長

平成25年４月 株式会社日本空調三重へ出向同社取締

役副社長

平成27年６月 出向解除当社人事部付

 当社常勤監査役（現任）

監査役 - 杉 山 文 廣 昭和25年９月10日生

昭和49年８月 当社入社

注４ 69

昭和50年10月 日本空調管理株式会社（現 日本空調

システム株式会社）転籍

昭和58年９月 当社復籍

平成２年９月 当社ＴＥＣＳ事業部環境管理部長

平成11年６月 当社取締役営業本部ＦＭ推進部長

平成13年４月 当社取締役執行役員開発本部ＦＭ推進

部長

平成13年６月

平成14年４月

平成18年４月

平成21年４月

平成23年４月

 
平成23年６月

 
平成23年10月

平成24年４月

 
平成26年４月

平成27年６月

当社執行役員開発本部ＦＭ推進部長

当社執行役員総務部長

当社執行役員研究・技術本部長

当社執行役員品質管理部長

当社専任執行役員管理・教育本部品質

管理部長

当社取締役管理・教育本部品質管理部

長

当社取締役技術本部長兼品質管理部長

当社取締役執行役員技術本部長兼品質

管理部長

当社取締役執行役員技術部門管掌

当社監査役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役 - 佐 伯 典 久 昭和25年２月５日生

昭和48年４月 株式会社東海銀行（現 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）入行

注５ 0

平成４年11月 同行事務統括部次長

平成５年８月 同行吉良支店長

平成８年１月 同行検査部主席検査役

平成13年５月 同行業務監査部次長兼指導管理セン

ター所長

平成14年11月 株式会社ティーファス用度文書管理部

長

平成20年６月 同社上席執行役員

平成22年６月 同社取締役兼常務執行役員

平成24年６月 同社顧問

平成25年２月 同社顧問退任

平成25年６月 当社常勤監査役

平成26年６月 当社監査役（現任）

監査役 - 寺澤　実 昭和38年11月25日生

昭和61年４月 サントリー株式会社入社

注４ -

平成３年６月 同社退社

平成５年８月

平成６年10月

ＴＡＣ株式会社入社

同社退社

青山監査法人入所

平成９年４月 公認会計士登録

平成10年７月 同監査法人退職

平成10年８月

 
平成10年10月

公認会計士寺澤会計事務所代表（現

任）

税理士登録

平成27年６月 当社監査役（現任）

計 176

（注）１　取締役景山龍夫及び森田尚男は、社外取締役であります。

２　監査役佐伯典久及び寺澤実は、社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４　常勤監査役渡邉資史、監査役杉山文廣及び寺澤実の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時か

ら平成31年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役佐伯典久の任期は、平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成29年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。

６　当社では経営の意思決定の迅速化と業務の効率的執行を図ることを目的に執行役員制度を採用しておりま

す。

執行役員は10名で、取締役草野幸士及び田中洋二につきましては、執行役員を兼務しております。

なお、執行役員専任は８名で、担当職務は次に記載のとおりであります。

執行役員 小　田　克　美  

執行役員 田　邊　律　文 日本空調四国株式会社 代表取締役社長

執行役員 中　村　秀　一 技術部長

執行役員 中　司　　　等 環境管理部長

執行役員 藤　岡　克　己 東日本空調管理株式会社 代表取締役社長

執行役員 花　田　良　徳 東京支店長

執行役員

執行役員

依　藤　敏　明

松　本　恒　臣

九州支店長

名古屋支店長

７　所有株式数の千株未満の端数は、切捨てて表示しております。

８　平成26年４月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っており、所有株式数は、当該株式分割後の

株式数を記載しております。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　企業統治の体制

ａ　体制の概要と採用理由

当社では組織体制及び事業規模、並びに経営効率を踏まえ、コーポレート・ガバナンスが有効に機能すると

判断し、監査役制度を採用しております。

会社の機関の内容は以下のとおりであります。

・取締役会は、平成27年６月25日現在、６名の取締役（うち社外取締役２名）で構成されています。原則月

１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営の基本方針や重要事項及び法令で

定められた事項など基本事項を決定するとともに、リスク管理や法令遵守並びに会社情報の適時適正開示

に関する内部統制システムの基本方針を決定し、業務執行を委ねる執行役員の選任及びその業務執行状況

の監督を行っております。

また、取締役と執行役員の区分けにより、取締役の職務執行の効率化を図っております。

・監査役会は、平成27年６月25日現在、４名の監査役（うち社外監査役２名）で構成されています。原則月

１回の定例監査役会のほか、必要に応じて臨時監査役会を開催し、取締役会の議案等を事前にチェック

し、取締役会に出席することにより、取締役の職務遂行状況をチェック、確認し、適宜、意見表明を行

い、経営監視を行っております。

・取締役の選任は、取締役会において候補者を決定し、株主総会の承認を受けております。また、報酬につ

いては、株主総会で決定した報酬総額の限度内において取締役会で決定しております。

・監査役の選任は、監査役会の同意を得て、取締役会において候補者を決定し、株主総会の承認を受けてお

ります。報酬については、株主総会で決定した報酬総額の限度内において、代表取締役社長の提案に基づ

き監査役会で協議し、監査役会で決定しております。

・執行役員の選任は、代表取締役社長の推薦を受け、取締役会で承認しております。報酬については、代表

取締役社長が決定しております。

・当社にとって有効かつ効率的な内部統制システムの構築と運用を図るための組織として総務部に内部統制

チームを設置しております。

・会社法第427条第１項の規定に基づき、当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査

役との間において、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役の

いずれも５百万円又は法令に規定される最低限度額のいずれか高い額としております。

なお、当社と会計監査人との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約は締結しておりま

せん。

・必要に応じて、顧問契約を締結した弁護士事務所並びに税理士事務所より、適宜、助言・指導を受けてお

ります。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制を模式化すると以下のとおりであります。

 

 

ｂ　内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当社が、業務の適正を確保するための体制について取締役会で決議した内容の概要は以下のとおりでありま

す。

・当社及び当社子会社から成る企業集団（以下、「当社グループ」という）の取締役及び使用人の職務の執行

が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）取締役及び使用人の行動指針として、経営理念、企業行動規範及びコンプライアンス管理規程を定

め、その周知を目的として定期的な研修等を実施する。

（２）企業価値向上にとって有効かつ効率的な内部統制システムの構築とその運用、推進を図るため、内部

統制部門を設ける。

（３）法令遵守の課題に対応するため、社外委員を含めたコンプライアンス委員会を設ける。

（４）企業行動規範、コンプライアンス管理規程等の違反を早期に発見し解決するため内部通報制度を活用

する。

（５）社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体とは一切関係を持たないための方針を企業行動

規範に明確に定め、適切に対応する。

（６）財務報告の信頼性と適正性を確保するため、財務報告に係る内部統制の整備、運用、評価及びこれら

の継続的な見直しを行う。

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

法令及び社内規程に基づき、取締役の職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む）の保存、管理を

適切に行う。

１）株主総会議事録及び関連資料

２）取締役会議事録及び関連資料

３）その他重要会議議事録及び関連資料

４）稟議書及び関連資料

５）その他取締役の職務に関する重要な書類

・当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）事業の存続と経営目標を達成するため、リスク管理規程を設け、組織、責任者、リスクの識別、発生

の可能性、会社への影響度の測定等のリスク管理の体制と基準を定める。

（２）リスク管理の実効性を確保するために、リスク管理委員会を設ける。

・当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

組織規程、業務分掌規程、職務権限規程において、経営管理の意思決定と執行を明確に区分し、取締役会

は、重要な経営に関する意思決定と各取締役の業務執行に関する監督を行い、事業運営の指針となる中期経

営計画を策定する。各業務執行部門は、その実現に向けた具体的実施策を立案し実行をする。内部監査部門

は、経営管理と統制の有効性を評価し、改善の指示を行う。
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・当社グループの業務の適正を確保するための体制及び取締役等の職務の執行に係る当社への報告に関する体

制

（１）経営理念、企業行動規範等の行動指針を共有し、原則として全ての子会社に当社の内部統制システム

の適用、整備を行う。

（２）関係会社管理規程に基づき、当社グループの経営を管理し、状況に応じて主要な子会社に取締役又は

監査役を派遣して経営を把握する。

（３）関係会社管理規程において、当社に対するグループ各社の重要情報等の報告事項を定め、適時、報告

を受ける。

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び当該使

用人の取締役からの独立性並びに指示の実効性の確保に関する事項

監査役の必要に応じて監査役の職務を補助するための独立性を持った監査役補助者を置くこととし、当該

補助者は、監査役の指揮命令に服し、その人事評価・異動・懲戒等については、予め監査役会の同意を得

る。

・当社グループの取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制及び

報告した者が報告したことを理由に不利な扱いを受けないことを確保するための体制

（１）監査役に報告すべき事項は、漏れなく遅滞なく報告される体制を構築する。

（２）監査役に報告する事項は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実、法令及び定款に関する事項、

内部監査状況、リスク管理に関する重要な事項等とする。

（３）監査役は、必要に応じて取締役又は使用人に対し、重要事項等に関する報告を求めることができる。

（４）監査役に報告をした者に対し報告をしたことを理由として不利な扱いをしない。

・監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還手続きその他の当該職務の執行について生じる費用

又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払等の請求をしたときは、当該監査役の職務の執行に必

要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査役が当社及び子会社の取締役会他重要会議に出席し、各社の稟議書その他の重要書類を閲覧し、

必要に応じて説明を求めることができる体制を確保する。

（２）監査役が取締役、会計監査人及び内部監査部門と定期的な情報交換ができる場を設ける。

 

②　内部監査及び監査役監査

ａ　内部監査の組織、人員及び手続

当社の内部監査につきましては、社長直轄の組織である内部監査部（平成27年６月25日現在：専任スタッフ

５名）が行っており、監査役会に、監査計画・監査実施状況などについて定期的（年２回）に報告するととも

に、意見交換を行っております。また、内部監査報告書及び監査指摘事項に対する被監査部門からの改善報告

書も監査役会にすべて提出されております。内部監査部が行う各事業部門、各子会社への定期監査には、監査

役も立ち会い、連携を図り、効率的監査に努めております。

ｂ　監査役監査の組織、人員及び手続

監査役監査につきましては、２名の社外監査役を含む４名の監査役で構成される監査役会が、会計監査人で

ある有限責任 あずさ監査法人より、監査体制・監査計画・監査実施状況・監査結果などについて、定期的に

報告を受けるとともに、質疑、意見交換を行い、また、その往査に立ち会い、実施状況を把握し、かつ連携を

図り、効率的監査に努めております。

また、監査役は、内部監査に立ち会うとともに、内部統制の評価を含む監査結果報告が遅滞なく報告される

体制となっています。

なお、社外監査役寺澤実は公認会計士の資格を有しております。

ｃ　各監査と内部統制部門との関係

内部統制部門として総務部内部統制チームを設置しており、内部監査部とは、監査役監査、会計監査との連

携の為の情報交換及びその部門間調整を行うとともに、内部監査により発見された不備・開示すべき重要な不

備に関する情報共有と再監査・是正指示等に関する連携を図っております。

総務部内部統制チームは監査役会に対して、内部統制に関する社内外からの重要情報の報告及び内部統制全

般に関する進捗状況等の定期的報告を行っております。

また、会計監査人である監査法人に対しては、当社内部統制の評価範囲・対象事業所等、重要事項に関する

会社方針の説明を行うとともに連携を図り、監査法人と内部監査部及び被監査部門との間の調整・会計監査の

立ち会いを行っております。
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③　社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であり、いずれの社外取締役、社外監査役とも当社との間に人的

関係、取引関係、その他の特別な利害関係はありません。

社外取締役景山龍夫氏は、平成26年度に開催した取締役会17回すべてに出席し、議案審議等にて主に公認会計

士としての経験及び見識を基に重要な発言を行っております。同氏につきましては、誠栄監査法人の代表社員で

ありますが、当社と同監査法人の間に取引関係はありません。

また、社外取締役森田尚男氏につきましては、平成26年度に開催した取締役会17回すべてに出席し、議案審議

等にて主に弁護士としての経験及び見識を基に重要な発言を行っております。同氏につきましては、朝涼法律事

務所の代表でありますが、当社と同法律事務所の間に取引関係はありません。

社外監査役佐伯典久氏は、平成26年度に開催した取締役会17回すべてに出席し、議案審議等にて金融機関、企

業での幅広い知識と豊富な経験を基に疑問点を明らかにするために質問し、意見を述べております。なお、平成

26年度に開催の監査役会12回すべてに出席し、監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等を

行っております。

また、社外監査役寺澤実氏につきましては、公認会計士としての専門的知識・経験等を当社の監査に反映して

いただきたく、平成27年６月24日に就任していただきました。

なお、社外取締役２名及び社外監査役２名につきましては、当社経営陣からの独立性が高く、一般株主と利益

相反が生じるおそれのない社外役員であると判断し、東京証券取引所及び名古屋証券取引所に対し、独立役員と

して届け出ております。

社外役員の選任状況につきましては、平成27年６月25日現在で社外取締役２名（取締役６名のうち）、社外監

査役２名（監査役４名のうち）でありますが、当社の組織体制及び事業規模、並びに経営効率を踏まえ、適正な

範囲だと考えております。

社外取締役及び社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準又は方針は定めておりません

が、選任にあたっては、東京証券取引所及び名古屋証券取引所の独立役員の独立性に関する判断基準等を参考に

しております。

 

④　役員の報酬等

ａ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（名）基本報酬

ストック
オプション

賞与

取締役

（社外取締役を除く）
119 81 20 17 6

監査役

（社外監査役を除く）
21 21 - - 2

社外役員 29 26 - 2 4

 

ｂ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ｃ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

使用人給与はありません。

 

ｄ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

取締役の報酬については、株主総会で決定した報酬総額の限度内において取締役会で決定しております。

監査役の報酬については、株主総会で決定した報酬総額の限度内において、代表取締役社長の提案に基づき

監査役会で協議し、監査役会で決定しております。

なお、取締役及び監査役に対する報酬限度額は、次のとおりであります。

イ　取締役の報酬限度額は、平成18年６月22日開催の第43回定時株主総会において、年額240百万円以内

（使用人分給与を除く。）と決議しております。
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ロ　上記に記載の取締役の報酬限度額とは別枠として、平成24年６月22日開催の第49回定時株主総会におい

て、ストックオプションとして取締役（社外取締役を除く。）に発行する新株予約権に関する報酬限度

額は、年額50百万円以内と決議しております。

ハ　監査役の報酬限度額は、平成24年６月22日開催の第49回定時株主総会において、年額50百万円以内と決

議しております。

 

⑤　株式の保有状況

ａ　投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

16銘柄 2,433百万円

 

ｂ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

ダイキン工業株式会社 171,447 991 事業取引関係維持強化

ダイダン株式会社 531,443 289 事業取引関係維持強化

住友商事株式会社 150,404 197 事業取引関係維持強化

株式会社三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グループ
125,500 71 安定的資金調達

株式会社大気社 29,042 64 事業取引関係維持強化

ユアサ商事株式会社 269,068 56 事業取引関係維持強化

株式会社愛知銀行 8,300 44 安定的資金調達

久光製薬株式会社 7,014 32 事業取引関係維持強化

日本管財株式会社 3,300 6 事業取引関係維持強化

イオンディライト株式会社 3,400 6 事業取引関係維持強化

株式会社朝日工業社 16,801 6 事業取引関係維持強化

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 3,800 4 事業取引関係維持強化

株式会社ビケンテクノ 1,300 0 事業取引関係維持強化

 

みなし保有株式

該当はありません。

 

（注）　日本管財株式会社、イオンディライト株式会社、株式会社朝日工業社、株式会社Ｔ＆Ｄホー

ルディングス及び株式会社ビケンテクノは、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下で

ありますが、銘柄数が30に満たないため、13銘柄すべてについて記載しております。
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（当事業年度）

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

ダイキン工業株式会社 172,451 1,387 事業取引関係維持強化

ダイダン株式会社 536,273 439 事業取引関係維持強化

住友商事株式会社 158,019 203 事業取引関係維持強化

株式会社三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グループ
125,500 93 安定的資金調達

株式会社大気社 29,918 89 事業取引関係維持強化

ユアサ商事株式会社 28,315 71 事業取引関係維持強化

株式会社愛知銀行 8,300 50 安定的資金調達

久光製薬株式会社 7,421 36 事業取引関係維持強化

イオンディライト株式会社 3,400 9 事業取引関係維持強化

日本管財株式会社 3,300 9 事業取引関係維持強化

株式会社朝日工業社 18,815 8 事業取引関係維持強化

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 3,800 6 事業取引関係維持強化

株式会社ビケンテクノ 1,300 0 事業取引関係維持強化

 

みなし保有株式

該当はありません。

 

（注）　イオンディライト株式会社、日本管財株式会社、株式会社朝日工業社、株式会社Ｔ＆Ｄホー

ルディングス及び株式会社ビケンテクノは、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下で

ありますが、銘柄数が30に満たないため、13銘柄すべてについて記載しております。

 

ｃ　保有目的が純投資目的である投資株式

該当はありません。
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⑥　会計監査の状況

会計監査人である有限責任 あずさ監査法人より、監査契約に基づき厳正な会計監査を受けるとともに、定期

的に取締役会及び監査役会に対する監査報告会が実施されております。

会計監査業務を執行した公認会計士は次のとおりです。

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人名 継続監査年数

指定有限責任社員 業務執行社員

鈴 木　賢 次　 氏
有限責任 あずさ監査法人 ２年

指定有限責任社員 業務執行社員

湯 本　秀 之　 氏
有限責任 あずさ監査法人 ７年

 

会計監査業務に係る補助者の構成は次のとおりです。

監査業務に係る補助者の構成 人数

公認会計士 ７名

その他 ４名

 

⑦　取締役の定数及び選任の決議要件

ａ　当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

ｂ　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款に定めております。

 

⑧　取締役会で決議できる株主総会決議事項

ａ　自己株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行す

ることを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により

自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

ｂ　中間配当

当社は、中間配当について、株主への機動的な利益還元を行うことを目的として、会社法第454条第５項の

規定に基づき、取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当を行うことができる旨を定款

に定めております。

ｃ　取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できることを目的として、会

社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含む。）及び監査役

（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除するこ

とができる旨を定款に定めております。

 

⑨　株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うことを目的として、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議

要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権

の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

監査証明業務に
基づく報酬（百万円）

非監査業務に
基づく報酬（百万円）

提出会社 22 - 22 -

連結子会社 - - - -

計 22 - 22 -

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬を決定するにあたり、会計監査人より提示される監査計画の内容を

もとに、監査日数等の妥当性を勘案した上で、会社法第399条第１項に定めのとおり、監査役会の同意を得て決

定することとしております。
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第５【経理の状況】

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

（１）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準

じて記載しております。

 

（２）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14

号）により作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成26年４月１日から平成27年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任

あずさ監査法人による監査を受けております。

 

３ 連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、各種情報を取得するとともに、監

査法人等が主催する研修会への参加や会計専門誌の定期購読等を行っております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,906 5,316

受取手形・完成工事未収入金等 10,033 11,087

電子記録債権 74 129

未成工事支出金 ※１ 367 ※１ 353

原材料及び貯蔵品 30 18

繰延税金資産 366 408

その他 372 431

貸倒引当金 △14 △17

流動資産合計 16,137 17,728

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※２ 6,224 ※２ 5,928

減価償却累計額 △2,832 △2,756

建物（純額） 3,392 3,172

機械及び装置 450 451

減価償却累計額 △3 △30

機械及び装置（純額） 447 420

土地 ※２ 4,159 ※２ 4,102

建設仮勘定 1 2

その他 936 945

減価償却累計額 △703 △737

その他（純額） 232 208

有形固定資産合計 8,233 7,905

無形固定資産   

ソフトウエア 68 93

その他 57 57

無形固定資産合計 125 150

投資その他の資産   

投資有価証券 1,991 2,696

繰延税金資産 274 132

その他 201 166

貸倒引当金 △37 △9

投資その他の資産合計 2,429 2,985

固定資産合計 10,787 11,041

資産合計 26,925 28,769
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 5,259 5,663

電子記録債務 - 531

短期借入金 ※２ 482 ※２ 93

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 457 ※２ 405

未払金 2,189 1,730

未払費用 1,303 1,505

未払法人税等 598 443

未成工事受入金 64 28

役員賞与引当金 26 37

受注損失引当金 ※１ 42 ※１ 48

その他 509 1,045

流動負債合計 10,932 11,532

固定負債   

長期借入金 ※２ 1,264 ※２ 900

繰延税金負債 - 57

役員退職慰労引当金 346 325

執行役員退職慰労引当金 7 6

退職給付に係る負債 1,406 1,579

資産除去債務 12 12

その他 81 68

固定負債合計 3,118 2,950

負債合計 14,051 14,483

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,139 1,139

資本剰余金 1,173 1,173

利益剰余金 9,433 10,221

自己株式 △660 △660

株主資本合計 11,085 11,873

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 656 1,136

為替換算調整勘定 40 60

退職給付に係る調整累計額 △311 △350

その他の包括利益累計額合計 385 846

新株予約権 53 91

少数株主持分 1,348 1,473

純資産合計 12,873 14,286

負債純資産合計 26,925 28,769
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

 当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高 39,868 41,275

売上原価 ※１ 33,509 ※１ 34,292

売上総利益 6,359 6,983

販売費及び一般管理費   

役員報酬 419 425

株式報酬費用 31 37

給料手当及び賞与 2,433 2,615

役員賞与引当金繰入額 26 37

退職給付費用 131 130

役員退職慰労引当金繰入額 46 38

執行役員退職慰労引当金繰入額 6 4

その他 1,395 1,549

販売費及び一般管理費合計 ※２ 4,490 ※２ 4,839

営業利益 1,869 2,144

営業外収益   

受取利息 3 5

受取配当金 33 38

保険配当金 4 23

受取保険金 4 -

受取地代家賃 11 6

その他 31 20

営業外収益合計 88 93

営業外費用   

支払利息 16 15

減価償却費 4 2

資金調達費用 4 0

その他 5 4

営業外費用合計 30 22

経常利益 1,926 2,215

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 76 ※３ 0

負ののれん発生益 125 -

受取和解金 43 -

資産除去債務戻入益 21 -

債務免除益 9 -

新株予約権戻入益 2 -

特別利益合計 279 0

特別損失   

固定資産売却損 ※４ 67 ※４ 0

固定資産除却損 ※５ 3 ※５ 1

減損損失 - ※６ 59

その他 - 0

特別損失合計 70 60

税金等調整前当期純利益 2,135 2,155

法人税、住民税及び事業税 880 824

法人税等調整額 △0 △6

法人税等合計 880 818

少数株主損益調整前当期純利益 1,254 1,336

少数株主利益 154 149

当期純利益 1,100 1,187
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

 当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,254 1,336

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 278 488

為替換算調整勘定 44 25

退職給付に係る調整額 - △38

その他の包括利益合計 ※１ 323 ※１ 474

包括利益 1,578 1,811

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 1,409 1,648

少数株主に係る包括利益 168 162
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,139 1,173 8,609 △660 10,262

会計方針の変更による
累積的影響額

    -

会計方針の変更を反映した
当期首残高

1,139 1,173 8,609 △660 10,262

当期変動額      

剰余金の配当   △275  △275

当期純利益   1,100  1,100

その他   △1  △1

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - 823 △0 823

当期末残高 1,139 1,173 9,433 △660 11,085

 

        

 その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
 

その他
有価証券　　
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る　　　　
調整累計額

その他の
包括利益　　
累計額合計

当期首残高 383 4 - 388 24 1,431 12,106

会計方針の変更による
累積的影響額

      -

会計方針の変更を反映した
当期首残高

383 4 - 388 24 1,431 12,106

当期変動額        

剰余金の配当       △275

当期純利益       1,100

その他       △1

自己株式の取得       △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

272 36 △311 △2 28 △82 △55

当期変動額合計 272 36 △311 △2 28 △82 767

当期末残高 656 40 △311 385 53 1,348 12,873
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,139 1,173 9,433 △660 11,085

会計方針の変更による
累積的影響額

  △44  △44

会計方針の変更を反映した
当期首残高

1,139 1,173 9,388 △660 11,041

当期変動額      

剰余金の配当   △353  △353

当期純利益   1,187  1,187

その他   △1  △1

自己株式の取得     -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - 832 - 832

当期末残高 1,139 1,173 10,221 △660 11,873

 

        

 その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
 

その他
有価証券　　
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る　　　　
調整累計額

その他の
包括利益　　
累計額合計

当期首残高 656 40 △311 385 53 1,348 12,873

会計方針の変更による
累積的影響額

      △44

会計方針の変更を反映した
当期首残高

656 40 △311 385 53 1,348 12,829

当期変動額        

剰余金の配当       △353

当期純利益       1,187

その他       △1

自己株式の取得       -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

479 20 △38 460 37 125 623

当期変動額合計 479 20 △38 460 37 125 1,456

当期末残高 1,136 60 △350 846 91 1,473 14,286
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
 前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

 当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 2,135 2,155

減価償却費 326 342

減損損失 - 59

負ののれん発生益 △125 -

貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 △25

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 15 11

退職給付引当金の増減額（△は減少） △912 -

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 924 70

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △67 △22

受取利息及び受取配当金 △36 △43

支払利息 16 15

株式報酬費用 31 37

売上債権の増減額（△は増加） △459 △1,102

たな卸資産の増減額（△は増加） △33 37

仕入債務の増減額（△は減少） 879 924

その他の流動資産の増減額（△は増加） △11 △57

その他の流動負債の増減額（△は減少） 277 373

その他 23 33

小計 2,984 2,808

利息及び配当金の受取額 34 37

利息の支払額 △16 △15

法人税等の支払額 △542 △978

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,459 1,852

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △526 △243

有形固定資産の売却による収入 300 75

投資有価証券の取得による支出 △35 △32

子会社株式の追加取得による支出 △88 -

貸付けによる支出 △15 △9

貸付金の回収による収入 9 11

その他の支出 △247 △267

その他の収入 234 345

投資活動によるキャッシュ・フロー △369 △121

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △611 △389

長期借入れによる収入 520 50

長期借入金の返済による支出 △430 △466

配当金の支払額 △275 △353

少数株主への配当金の支払額 △36 △37

自己株式の取得による支出 △0 -

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △834 △1,196

現金及び現金同等物に係る換算差額 27 12

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,282 547

現金及び現金同等物の期首残高 3,069 4,352

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 4,352 ※ 4,900
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　12社

　すべての子会社を連結の範囲に含めております。

（連結子会社の名称）

日本空調システム株式会社

株式会社日本空調三重

株式会社日本空調岐阜

株式会社日本空調北陸

株式会社日本空調東北

株式会社日本空調東海

西日本空調管理株式会社

東日本空調管理株式会社

日空ビジネスサービス株式会社

イーテック・ジャパン株式会社

蘇州日空山陽機電技術有限公司

上海日空山陽国際貿易有限公司

 

２　持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、蘇州日空山陽機電技術有限公司及び上海日空山陽国際貿易有限公司の決算日は12月31日

であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。

　なお、連結決算日との間に生じた重要な取引はありません。
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４　会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

ａ　未成工事支出金

個別法

ｂ　原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法、在外連結子会社は定額法を採用しております。

ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備、構築物を除

く）、一部の機械及び装置については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　３年～50年

機械及び装置　17年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいて

おります。

③　リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用

均等償却を採用しております。
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（３）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度における支給見込額を計上しております。

③　受注損失引当金

受注案件の損失に備えるため、受注済案件のうち当連結会計年度末において、損失の発生する可能性

が高いと見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが可能なものについては、翌連結会計年度以

降に発生が見込まれる損失額を引当計上しております。

④　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額の全額を計上しております。

⑤　執行役員退職慰労引当金

執行役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額の全額を計上しております。

（４）退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

③　未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理方法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部におけ

るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

④　連結子会社における簡便法の採用

国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

（５）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当連結会計年度末までの工事契約の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用して

おります。

（６）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計上しております。

（７）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（８）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に基づく割引率から支

払見込期間に基づく単一の加重平均割引率へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計

年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が68百万円増加し、利益剰余金が44百万円減少しており

ます。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響は軽微であります。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

 

（未適用の会計基準等）

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成25年９月13日）

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月

13日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成25年９月13日）

 

（１）概要

子会社株式の追加取得等において、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動の取扱い、

取得関連費用の取扱い、当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更並びに暫定的な会計

処理の確定の取扱い等について改正されました。

（２）適用予定日

平成28年３月期の期首から適用します。

なお、暫定的な会計処理の確定の取扱いについては、平成28年３月期の期首以後実施される企業結合から適

用します。

（３）当該会計基準等の適用による影響

「企業結合に関する会計基準」等の改正による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

あります。

 

（表示方法の変更）

（退職給付関係）

「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日）の改正に伴い、

複数事業主制度に基づく退職給付に関する注記の表示方法を変更し、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを

行っております。

なお、連結財務諸表の組替えの内容及び連結財務諸表の主な項目に係る前連結会計年度における金額は当該箇所

に記載しております。

 

EDINET提出書類

日本空調サービス株式会社(E04973)

有価証券報告書

 54/106



（連結貸借対照表関係）

※１　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と受注損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産のうち、受注損失引当金に対応する額は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

未成工事支出金 7百万円 8百万円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

建物 645百万円 649百万円

土地 465百万円 621百万円

計 1,110百万円 1,270百万円

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

短期借入金 8百万円 28百万円

１年内返済予定の長期借入金 250百万円 209百万円

長期借入金 532百万円 323百万円

計 791百万円 560百万円

 

　３　貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関４行と貸出コミットメント契約を締結しております。

　この契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 300百万円 -

差引額 2,700百万円 3,000百万円
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（連結損益計算書関係）

※１　売上原価に含まれている受注損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

 42百万円 32百万円

 

※２　販売費及び一般管理費に含まれている研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　 5百万円 10百万円

 

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

土地 76百万円 -

その他の有形固定資産

（車両運搬具）
0百万円 0百万円

計 76百万円 0百万円

 

※４　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物 67百万円 0百万円

その他の有形固定資産

（車両運搬具）
- 0百万円

その他の無形固定資産

（電話加入権）
0百万円 -

計 67百万円 0百万円

 

※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物 3百万円 1百万円

その他の有形固定資産

（車両運搬具）
0百万円 -

その他の有形固定資産

（工具、器具及び備品）
0百万円 0百万円

計 3百万円 1百万円
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※６　減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

用途 場所 種類 金額

賃貸用資産 名古屋市守山区 建物 45百万円

  土地 13百万円

合計 59百万円

（経緯）

　当該賃貸用資産について帳簿価額を回収可能価額まで減損いたしました。

（グルーピングの方法）

事業用資産については、拠点単位を基本として資産のグルーピングを行っており、また、賃貸用資産及び遊休資産に

ついては個々の物件単位でグルーピングをしております。

（回収可能価額の算定方法等）

　正味売却価額、処分見込額

 

（連結包括利益計算書関係）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

その他有価証券評価差額金   

当期発生額 430百万円 672百万円

税効果調整前 430百万円 672百万円

税効果額 △152百万円 △184百万円

その他有価証券評価差額金 278百万円 488百万円

為替換算調整勘定   

当期発生額 44百万円 25百万円

退職給付に係る調整額   

当期発生額 - △86百万円

組替調整額 - 52百万円

税効果調整前 - △34百万円

税効果額 - △4百万円

退職給付に係る調整額 - △38百万円

その他の包括利益合計 323百万円 474百万円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

当連結会計年度

期首株式数

（株）

当連結会計年度

増加株式数

（株）

当連結会計年度

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数

（株）

発行済株式     

普通株式 9,946,000 - - 9,946,000

合計 9,946,000 - - 9,946,000

自己株式     

普通株式（注） 1,326,186 41 - 1,326,227

合計 1,326,186 41 - 1,326,227

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加41株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
- - - - - 53

合計 - - - - - 53

 

３　配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 137 16.00 平成25年３月31日 平成25年６月26日

平成25年10月31日

取締役会
普通株式 137 16.00 平成25年９月30日 平成25年11月26日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 181 21.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日

（注）　当社は、平成26年２月14日開催の取締役会決議に基づき、平成26年４月１日付で普通株式１株につき２株の

株式分割を行っております。当該株式分割は平成26年４月１日を効力発生日としておりますので、平成26年

３月31日を基準日とする配当につきましては、株式分割前の株式数を基準に実施いたしました。
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当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

当連結会計年度

期首株式数

（株）

当連結会計年度

増加株式数

（株）

当連結会計年度

減少株式数

（株）

当連結会計年度末

株式数

（株）

発行済株式     

普通株式（注）１,２ 9,946,000 9,946,000 - 19,892,000

合計 9,946,000 9,946,000 - 19,892,000

自己株式     

普通株式（注）１,３ 1,326,227 1,326,227 - 2,652,454

合計 1,326,227 1,326,227 - 2,652,454

（注）１　当社は、平成26年４月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

２　普通株式の発行済株式総数の増加9,946,000株は株式分割によるものであります。

３　普通株式の自己株式の株式数の増加1,326,227は株式分割によるものであります。

 

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

当連結会計
年度期首

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプション

としての新株予約権
- - - - - 91

合計 - - - - - 91

 

３　配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月25日

定時株主総会
普通株式 181 21.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日

平成26年10月31日

取締役会
普通株式 172 10.00 平成26年９月30日 平成26年11月26日

 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 258 15.00 平成27年３月31日 平成27年６月25日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

現金及び預金 4,906百万円 5,316百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △554百万円 △416百万円

現金及び現金同等物 4,352百万円 4,900百万円
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（リース取引関係）

１　ファイナンス・リース取引

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

２　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

１年内 0 1

１年超 - 6

合計 0 8
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（金融商品関係）

１　金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、業務拡大に伴う人員増に対応する社屋新設並びに太陽光発電所等の設備投資について、

必要な資金（主に銀行等金融機関からの借入）を調達しております。一時的な余資は短期的な預金等に限定

し、また、短期的な運転資金を銀行等金融機関からの借入により調達しております。デリバティブは行って

おらず、投機的な取引は行わない方針であります。

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク

事業活動から生じた営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクが存在します。

投資有価証券は、主に取引先企業との業務に関連する株式であり、市場価格の変動リスク及び発行会社の信

用リスク等が存在します。

事業活動から生じた営業債務である支払手形・工事未払金等及び未払金は、すべて１年以内に支払期日が

到来し、資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）が存在します。

借入金は、主に運転資金及び設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、資金調達に係る流動性リ

スク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）が存在します。

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、与信管理規程に従い、営業債権について各事業部門において主要な取引先の状況を定期的に

モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて同様の管

理を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価

額により表わされています。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社及び一部の連結子会社は、投資有価証券について定期的に時価や発行会社の財務状況等を把握す

るとともに、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社及び連結子会社は、各部署からの報告に基づき管理部門が適時に資金繰計画を作成・更新してお

ります。また、手許流動性については、管理部門で月次において将来一定期間の資金収支の見込を作成

するとともに、その見込との乖離を随時把握することなどにより流動性リスクを管理しております。

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより当該価額が変動することもあります。

 

（５）信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち、特定の大口顧客に対するものはありません。
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２　金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握するこ

とが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２参照）。

 

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（１）現金及び預金 4,906 4,906 -

（２）受取手形・完成工事未収入金等 10,033 10,033 -

（３）投資有価証券    

その他有価証券 1,961 1,961 -

資産計 16,901 16,901 -

（１）支払手形・工事未払金等 5,259 5,259 -

（２）未払金 2,189 2,189 -

（３）未払費用 1,303 1,303 -

負債計 8,751 8,751 -

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（１）現金及び預金 5,316 5,316 -

（２）受取手形・完成工事未収入金等 11,087 11,087 -

（３）投資有価証券    

その他有価証券 2,666 2,666 -

資産計 19,070 19,070 -

（１）支払手形・工事未払金等 5,663 5,663 -

（２）未払金 1,730 1,730 -

（３）未払費用 1,505 1,505 -

負債計 8,899 8,899 -

（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

（１）現金及び預金、（２）受取手形・完成工事未収入金等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

（３）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証

券に関する注記事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。

 

負　債

（１）支払手形・工事未払金等、（２）未払金、（３）未払費用

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。
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２　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

非上場株式 30 30

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「（３）投資有価証券」には含めておりません。

 

３　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 4,906 - - -

受取手形・完成工事未収入金等 10,033 - - -

合計 14,940 - - -

なお、満期のある有価証券は保有しておりません。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 5,316 - - -

受取手形・完成工事未収入金等 11,087 - - -

合計 16,404 - - -

なお、満期のある有価証券は保有しておりません。
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（有価証券関係）

１　その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 1,882 791 1,090

小計 1,882 791 1,090

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 79 118 △39

小計 79 118 △39

合計 1,961 910 1,050

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

株式 2,608 856 1,752

小計 2,608 856 1,752

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

株式 57 87 △29

小計 57 87 △29

合計 2,666 943 1,722

 

２　売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１　採用している退職給付制度の概要

　当社及び国内連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付型の制度として、退職一時金制度及び

厚生年金基金制度（総合設立型）を、また、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を採用しております。

　当社及び一部の国内連結子会社は、複数事業主制度の厚生年金基金制度に加入しており、このうち、自社の拠

出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない制度については、確定拠出制度と同様に会計処理

しております。

　なお、一部の国内連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

 

２　確定給付制度

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（（２）に掲げられた簡便法を適用した制度を除く）

 

前連結会計年度

（自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 1,209百万円 1,212百万円

会計方針の変更による累積的影響額 - 68百万円

会計方針の変更を反映した期首残高 1,209百万円 1,280百万円

勤務費用 78百万円 97百万円

利息費用 15百万円 12百万円

数理計算上の差異の発生額 3百万円 86百万円

退職給付の支払額 △94百万円 △71百万円

退職給付債務の期末残高 1,212百万円 1,406百万円

 

（２）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 233百万円 193百万円

退職給付費用 45百万円 19百万円

退職給付の支払額 △85百万円 △40百万円

退職給付に係る負債の期末残高 193百万円 172百万円

 

（３）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に

係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 - -

年金資産 - -

 - -

非積立型制度の退職給付債務 1,406百万円 1,579百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,406百万円 1,579百万円

   

退職給付に係る負債 1,406百万円 1,579百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,406百万円 1,579百万円
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（４）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

（自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

勤務費用 78百万円 97百万円

利息費用 15百万円 12百万円

数理計算上の差異の費用処理額 17百万円 17百万円

過去勤務費用の費用処理額 35百万円 35百万円

簡便法で計算した退職給付費用 45百万円 19百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 192百万円 182百万円

 

（５）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成26年４月１日

至　平成27年３月31日）

過去勤務費用 - △35百万円

数理計算上の差異 - 69百万円

合計 - 34百万円

 

（６）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

未認識過去勤務費用 320百万円 285百万円

未認識数理計算上の差異 161百万円 230百万円

合計 481百万円 515百万円

 

（７）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

割引率 1.3％ 0.7％

 

 

３　確定拠出制度

　当社及び国内連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度129百万円、当連結会計年度133百

万円であります。
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４　複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度

351百万円、当連結会計年度374百万円であります。

（１）複数事業主制度の直近の積立状況

①　当社及び主要な国内子会社の属する年金制度

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日現在）

当連結会計年度

（平成26年３月31日現在）

年金資産の額 14,231百万円 16,331百万円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額（注）
15,117百万円 16,143百万円

差引額 △886百万円 188百万円

 

②　その他の国内子会社の属する年金制度

 
前連結会計年度

（平成25年３月31日現在）

当連結会計年度

（平成26年３月31日現在）

年金資産の額 20,541百万円 22,173百万円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額（注）
27,562百万円 29,218百万円

差引額 △7,021百万円 △7,045百万円

（注）　前連結会計年度においては、「年金財政計算上の給付債務の額」と掲記していた項目であります。

 

（２）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

①　当社及び主要な国内子会社の属する年金制度

前連結会計年度　45.18％　　（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

当連結会計年度　46.73％　　（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

②　その他の国内子会社の属する年金制度

前連結会計年度　 3.07％　　（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

当連結会計年度　 3.11％　　（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

 

（３）補足説明

　上記（１）①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の繰越不足金（前連結会計年度67百万円）、年金

財政計算上の剰余金（当連結会計年度981百万円）及び過去勤務債務残高（前連結会計年度819百万円、当

連結会計年度793百万円）であります。

　本制度における過去勤務債務償還年数は20年であり、償還残余期間は当連結会計年度末時点においては

15年であります。

　なお、上記（２）の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。
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（ストック・オプション等関係）

１　ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

販売費及び一般管理費の株式報酬費用 31百万円 37百万円

 

２　権利不行使による失効により利益として計上した金額

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

新株予約権戻入益 2百万円 -

 

３　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

（１）ストック・オプションの内容

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　４名

当社執行役員　６名

当社取締役　　４名

当社執行役員　６名

当社取締役　　４名

当社執行役員　７名

株式の種類別のストック

・オプションの数（注）
普通株式　116,400株 普通株式　94,600株 普通株式　60,400株

付与日 平成24年８月17日 平成25年９月３日 平成26年８月18日

権利確定条件
権利確定条件は

付されておりません。

権利確定条件は

付されておりません。

権利確定条件は

付されておりません。

対象勤務期間
対象勤務期間の

定めはありません。

対象勤務期間の

定めはありません。

対象勤務期間の

定めはありません。

権利行使期間
自平成24年８月18日

至平成54年８月17日

自平成25年９月４日

至平成55年９月３日

自平成26年８月19日

至平成56年８月18日

（注）　株式数に換算して記載しております。なお、平成26年４月１日付株式分割（１株につき２株の割合）に

よる分割後の株式数に換算して記載しております。
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（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（平成27年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

権利確定前（株）    

前連結会計年度末 - - -

付与 - - 60,400

失効 - - -

権利確定 - - 60,400

未確定残 - - -

権利確定後（株）    

前連結会計年度末 105,600 94,600 -

権利確定 - - 60,400

権利行使 - - -

失効 - 600 -

未行使残 105,600 94,000 60,400

（注）　平成26年４月１日付株式分割（１株につき２株の割合）による分割後の株式数に換算して記載しており

ます。

②　単価情報

 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

権利行使価格（円） 1 1 1

行使時平均株価（円） - - -

付与日における

公正な評価単価（円）
281 338 653

（注）　平成26年４月１日付株式分割（１株につき２株の割合）による分割後の価格に換算して記載しておりま

す。
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４　ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された第３回新株予約権についての公正な評価単価の見積方法は以下のとおりで

あります。

①　使用した評価技法　　　　　　ブラック・ショールズ式

②　主な基礎数値及びその見積方法

 第３回新株予約権

株価変動性（注）１ 23.791％

予想残存期間（注）２ 8.47年

予想配当（注）３ 18.5円/株

無リスク利子率（注）４ 0.393％

（注）１　平成18年２月18日から平成26年８月18日の株価実績に基づき算定しております。

２　付与日から権利行使されると見込まれる平均的な期間を用いております。

３　過去１年間の配当実績によっております。

４　予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。

 

５　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

権利確定条件が付されていないため、付与数がそのまま権利確定数となります。
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産   

役員退職慰労引当金 126百万円 113百万円

執行役員退職慰労引当金 2百万円 2百万円

長期未払金 28百万円 21百万円

株式報酬費用 18百万円 29百万円

未払賞与 299百万円 332百万円

退職給付に係る負債 499百万円 511百万円

会員権評価損 2百万円 2百万円

一括償却資産 5百万円 3百万円

全面時価評価法に伴う評価差額 119百万円 120百万円

投資有価証券評価損 1百万円 1百万円

減価償却超過額 0百万円 0百万円

未払事業税 44百万円 37百万円

減損損失累計額 44百万円 17百万円

貸倒引当金 11百万円 1百万円

資産除去債務 4百万円 4百万円

その他 44百万円 69百万円

繰延税金資産小計 1,256百万円 1,270百万円

評価性引当額 △178百万円 △152百万円

繰延税金資産合計 1,077百万円 1,118百万円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △372百万円 △556百万円

固定資産圧縮積立金 △48百万円 △44百万円

特別償却準備金 △9百万円 △7百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △4百万円 △4百万円

その他 △1百万円 △24百万円

繰延税金負債合計 △436百万円 △636百万円

繰延税金資産の純額 641百万円 482百万円

 

（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 366百万円 408百万円

固定資産－繰延税金資産 274百万円 132百万円

固定負債－繰延税金負債 - △57百万円
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.71％ 35.34％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.78％ 0.47％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.69％ △1.13％

住民税均等割等 2.55％ 2.44％

役員賞与引当金 0.47％ 0.63％

評価性引当額の増減 - △1.13％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.36％ 3.15％

税額控除 △0.38％ △2.47％

その他 0.43％ 0.67％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.23％ 37.97％

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税

率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法

定実効税率は従来の35.34％から平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異につい

ては32.83％に、平成28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については、

32.06％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が30百万円、退職給付に係

る調整累計額が16百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が54百万円、法人税等調整額が67百万円そ

れぞれ増加しております。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

（１）当該資産除去債務の概要

太陽光発電設備用土地の不動産賃貸契約に伴う原状回復義務等であります。

 

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法

当該資産の使用見込期間を取得から20年と見積り、割引率は1.5％を使用して資産除去債務の金額を計算し

ております。

 

（３）当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

期首残高 21百万円 12百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 12百万円 -

時の経過による調整額 - 0百万円

有形固定資産の売却に伴う減少額 △21百万円 -

期末残高 12百万円 12百万円

 

（賃貸等不動産関係）

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

EDINET提出書類

日本空調サービス株式会社(E04973)

有価証券報告書

 73/106



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

　当社グループは、国内各拠点及び中国において、建物設備のメンテナンス・維持管理、設備診断・環境診

断、ソリューション提案を行うメンテナンスサービスとそれらサービスを提供する現場から派生するリニュー

アル工事を手がけ、建物設備のライフサイクルに合わせて、メンテナンスサービスとリニューアル工事とを一

体化した事業活動を展開しております。

　従って、当社グループは、国内各拠点及び中国において同一の事業展開をしているため、報告セグメントを

一つとしております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 建物設備メンテナンス 建物設備工事 合計

外部顧客への売上高 28,073 11,794 39,868

 

２　地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載はあり

ません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

１　製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 建物設備メンテナンス 建物設備工事 合計

外部顧客への売上高 29,528 11,746 41,275

 

２　地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

（２）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３　主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がいないため、記載はあり

ません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　当社グループは報告セグメントを一つとしておりますので、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　当社グループは報告セグメントを一つとしておりますので、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　記載すべき重要な事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　記載すべき重要な事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 665.42円 737.89円

１株当たり当期純利益金額 63.84円 68.90円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 63.17円 67.92円

（注）１　当社は、平成26年２月14日開催の当社取締役会決議に基づき、平成26年４月１日付で株式１株につき２

株の株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当た

り純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しており

ます。

２　「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める

経過的な取扱いに従っております。

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額はそれぞれ、3.14円、0.58円及び0.57円減少しております。

３　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額（百万円） 1,100 1,187

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 1,100 1,187

普通株式の期中平均株式数（株） 17,239,614 17,239,546

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） - -

普通株式増加数（株） 184,320 247,405

（うち新株予約権（株）） (184,320) (247,405)

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要

-

 

４　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 12,873 14,286

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
1,402 1,565

（うち新株予約権（百万円）） (53) (91)

（うち少数株主持分（百万円）） (1,348) (1,473)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 11,471 12,720

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株）
17,239,546 17,239,546
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（重要な後発事象）

当社は、平成27年３月13日開催の取締役会において決議した子会社の設立について、以下のとおり設立いたしまし

た。

（１）設立の目的

四国エリアにおける新規顧客開発及び営業拠点網の拡充を目的として設立するものです。

（２）設立する子会社の概要

① 名称 日本空調四国株式会社

② 所在地 香川県高松市番町１-６-６ 甲南アセット高松番町ビル304号

③ 事業の内容 総合建物設備メンテナンスサービス業

④ 資本金 20百万円

⑤ 設立の時期 平成27年４月28日

⑥ 取得する株式の数 20千株

⑦ 取得価額 20百万円

⑧ 出資比率 当社100％
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 482 93 1.03 -

１年以内に返済予定の長期借入金 457 405 0.80 -

１年以内に返済予定のリース債務 0 0 - -

長期借入金

（１年以内に返済予定のものを除く。）
1,264 900 0.86 平成28年～36年

リース債務

（１年以内に返済予定のものを除く。）
0 0 - 平成28年～30年

その他有利子負債 - - - -

合計 2,204 1,399 - -

（注）１　平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債

務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額

は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 354 194 90 70

リース債務 0 0 0 -

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会計年

度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により記載

を省略しております。
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（２）【その他】

①　当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 （百万円） 8,018 17,950 28,253 41,275

税金等調整前

四半期（当期）純利益金額
（百万円） 245 863 1,422 2,155

四半期（当期）純利益金額 （百万円） 101 450 783 1,187

１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 5.91 26.13 45.46 68.90

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり

四半期純利益金額
（円） 5.91 20.22 19.33 23.43

 

②　当連結会計年度終了後の状況

特記事項はありません。

 

③　重要な訴訟事件等

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,309 2,683

受取手形 186 219

電子記録債権 74 129

売掛金 ※１ 4,859 ※１ 5,011

完成工事未収入金 1,982 2,250

未成工事支出金 166 208

原材料及び貯蔵品 7 6

未収入金 ※１ 177 ※１ 189

関係会社短期貸付金 19 -

繰延税金資産 249 270

その他 ※１ 116 114

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 10,146 11,082

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※２ 4,573 ※２ 4,574

減価償却累計額 △1,864 △1,994

建物（純額） 2,708 2,580

車両運搬具 5 5

減価償却累計額 △3 △4

車両運搬具（純額） 1 0

工具、器具及び備品 535 520

減価償却累計額 △385 △395

工具、器具及び備品（純額） 150 124

土地 ※２ 3,086 ※２ 3,086

建設仮勘定 1 -

有形固定資産合計 5,948 5,792

無形固定資産   

ソフトウエア 63 88

電話加入権 10 10

その他 33 33

無形固定資産合計 107 133

投資その他の資産   

投資有価証券 1,800 2,433

関係会社株式 901 901

出資金 0 0

関係会社出資金 36 36

従業員に対する長期貸付金 19 17

長期前払費用 9 6

長期未収入金 25 -

敷金及び保証金 73 75

その他 6 6

貸倒引当金 △27 △1

投資その他の資産合計 2,846 3,476

固定資産合計 8,903 9,402

資産合計 19,050 20,484
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 181 281

電子記録債務 - 531

買掛金 ※１ 1,632 ※１ 1,785

工事未払金 ※１ 993 ※１ 901

短期借入金 300 -

関係会社短期借入金 690 890

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 319 ※２ 284

未払金 ※１ 2,175 ※１ 1,721

未払費用 ※１ 832 ※１ 963

未払法人税等 429 316

未払消費税等 157 431

前受金 ※１ 75 107

未成工事受入金 39 17

預り金 127 169

役員賞与引当金 16 20

受注損失引当金 - 5

流動負債合計 7,971 8,427

固定負債   

長期借入金 ※２ 618 ※２ 333

繰延税金負債 55 193

退職給付引当金 731 891

その他 80 67

固定負債合計 1,486 1,485

負債合計 9,457 9,913

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,139 1,139

資本剰余金   

資本準備金 362 362

その他資本剰余金 773 773

資本剰余金合計 1,136 1,136

利益剰余金   

利益準備金 122 122

その他利益剰余金   

研究開発積立金 200 200

固定資産圧縮積立金 89 93

特別償却準備金 1 1

別途積立金 5,258 5,558

繰越利益剰余金 1,716 1,910

利益剰余金合計 7,389 7,887

自己株式 △760 △760

株主資本合計 8,904 9,402

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 634 1,077

評価・換算差額等合計 634 1,077

新株予約権 53 91

純資産合計 9,592 10,571

負債純資産合計 19,050 20,484
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
 前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

 当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

売上高   

サービス売上高 ※１ 20,004 ※１ 21,450

完成工事高 ※１ 6,738 ※１ 6,224

売上高合計 26,743 27,675

売上原価   

サービス売上原価 ※１ 16,459 ※１ 17,433

完成工事原価 ※１ 6,084 ※１ 5,538

売上原価合計 22,544 22,971

売上総利益   

差引売上総利益 3,544 4,017

完成工事総利益 653 686

売上総利益合計 4,198 4,704

販売費及び一般管理費   

役員報酬 124 129

株式報酬費用 31 37

給料手当及び賞与 1,831 1,951

役員賞与引当金繰入額 16 20

退職給付費用 103 109

減価償却費 104 105

その他 ※１ 853 ※１ 1,039

販売費及び一般管理費合計 ※２ 3,065 ※２ 3,392

営業利益 1,133 1,311

営業外収益   

受取利息 ※１ 0 ※１ 0

受取配当金 ※１ 111 ※１ 88

仕入割引 1 1

受取ロイヤリティー ※１ 26 ※１ 30

保険配当金 2 15

受取保険金 4 -

受取手数料 ※１ 16 ※１ 15

その他 ※１ 11 ※１ 11

営業外収益合計 174 163

営業外費用   

支払利息 ※１ 15 ※１ 15

資金調達費用 4 0

減価償却費 0 -

その他 0 0

営業外費用合計 20 15

経常利益 1,287 1,459
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  （単位：百万円）

 
 前事業年度

(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

 当事業年度
(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

特別利益   

固定資産売却益 ※３ 76 -

受取和解金 43 -

資産除去債務戻入益 21 -

債務免除益 9 -

新株予約権戻入益 2 -

特別利益合計 152 -

特別損失   

固定資産売却損 ※４ 67 -

固定資産除却損 ※５ 3 ※５ 1

特別損失合計 70 1

税引前当期純利益 1,370 1,458

法人税、住民税及び事業税 617 584

法人税等調整額 △34 △21

法人税等合計 582 562

当期純利益 787 895
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【サービス売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  1,397 8.5 1,449 8.3

Ⅱ　労務費  346 2.1 476 2.7

Ⅲ　外注費  8,070 49.0 8,767 50.3

Ⅳ　経費  6,645 40.4 6,740 38.7

（うち人件費）  (5,580) (33.9) (5,690) (32.6)

合計  16,459 100.0 17,433 100.0

（注）　原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。

 

【完成工事原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  1,466 24.1 1,446 26.1

Ⅱ　外注費  3,793 62.3 3,193 57.7

Ⅲ　経費  824 13.6 897 16.2

（うち人件費）  (550) (9.0) (591) (10.7)

合計  6,084 100.0 5,538 100.0

（注）　原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

   （単位：百万円）

 株主資本

 
資本金

資本剰余金

 資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 1,139 362 773 1,136

会計方針の変更による
累積的影響額

    

会計方針の変更を反映した
当期首残高

1,139 362 773 1,136

当期変動額     

固定資産圧縮積立金の積立     

特別償却準備金の取崩     

実効税率変更に伴う
固定資産圧縮積立金の増加

    

実効税率変更に伴う
準備金の増加

    

別途積立金の積立     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

    

当期変動額合計 - - - -

当期末残高 1,139 362 773 1,136

 

        

 株主資本

 利益剰余金

 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
研究開発
積立金

固定資産
圧縮積立金

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 122 200 59 2 4,958 1,533 6,877

会計方針の変更による
累積的影響額

       

会計方針の変更を反映した
当期首残高

122 200 59 2 4,958 1,533 6,877

当期変動額        

固定資産圧縮積立金の積立   29   △29 -

特別償却準備金の取崩    △0  0 -

実効税率変更に伴う
固定資産圧縮積立金の増加

      -

実効税率変更に伴う
準備金の増加

   0  △0 -

別途積立金の積立     300 △300 -

剰余金の配当      △275 △275

当期純利益      787 787

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       

当期変動額合計 - - 29 △0 300 182 511

当期末残高 122 200 89 1 5,258 1,716 7,389
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     （単位：百万円）

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他
有価証券　　　
評価差額金

評価・
換算差額等合計

当期首残高 △760 8,392 373 373 24 8,790

会計方針の変更による
累積的影響額

 -    -

会計方針の変更を反映した
当期首残高

△760 8,392 373 373 24 8,790

当期変動額       

固定資産圧縮積立金の積立  -    -

特別償却準備金の取崩  -    -

実効税率変更に伴う
固定資産圧縮積立金の増加

 -    -

実効税率変更に伴う
準備金の増加

 -    -

別途積立金の積立  -    -

剰余金の配当  △275    △275

当期純利益  787    787

自己株式の取得 △0 △0    △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  261 261 28 290

当期変動額合計 △0 511 261 261 28 802

当期末残高 △760 8,904 634 634 53 9,592

 

EDINET提出書類

日本空調サービス株式会社(E04973)

有価証券報告書

 86/106



当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

   （単位：百万円）

 株主資本

 
資本金

資本剰余金

 資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 1,139 362 773 1,136

会計方針の変更による
累積的影響額

    

会計方針の変更を反映した
当期首残高

1,139 362 773 1,136

当期変動額     

固定資産圧縮積立金の積立     

特別償却準備金の取崩     

実効税率変更に伴う
固定資産圧縮積立金の増加

    

実効税率変更に伴う
準備金の増加

    

別途積立金の積立     

剰余金の配当     

当期純利益     

自己株式の取得     

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

    

当期変動額合計 - - - -

当期末残高 1,139 362 773 1,136

 

        

 株主資本

 利益剰余金

 

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
研究開発
積立金

固定資産
圧縮積立金

特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 122 200 89 1 5,258 1,716 7,389

会計方針の変更による
累積的影響額

     △44 △44

会計方針の変更を反映した
当期首残高

122 200 89 1 5,258 1,672 7,344

当期変動額        

固定資産圧縮積立金の積立       -

特別償却準備金の取崩    △0  0 -

実効税率変更に伴う
固定資産圧縮積立金の増加

  4   △4 -

実効税率変更に伴う
準備金の増加

   0  △0 -

別途積立金の積立     300 △300 -

剰余金の配当      △353 △353

当期純利益      895 895

自己株式の取得        

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

       

当期変動額合計 - - 4 △0 300 238 542

当期末残高 122 200 93 1 5,558 1,910 7,887
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     （単位：百万円）

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他
有価証券　　　
評価差額金

評価・
換算差額等合計

当期首残高 △760 8,904 634 634 53 9,592

会計方針の変更による
累積的影響額

 △44    △44

会計方針の変更を反映した
当期首残高

△760 8,860 634 634 53 9,548

当期変動額       

固定資産圧縮積立金の積立  -    -

特別償却準備金の取崩  -    -

実効税率変更に伴う
固定資産圧縮積立金の増加

 -    -

実効税率変更に伴う
準備金の増加

 -    -

別途積立金の積立  -    -

剰余金の配当  △353    △353

当期純利益  895    895

自己株式の取得  -    -

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  443 443 37 481

当期変動額合計 - 542 443 443 37 1,023

当期末残高 △760 9,402 1,077 1,077 91 10,571
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式

移動平均法による原価法

（２）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）を採用しております。

（１）未成工事支出金

個別法

（２）原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法

 

３　固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物附属設備、構築物を除く）については、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　 ３年～50年

車両運搬具　　　　 ４年～６年

工具、器具及び備品 ２年～20年

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）について、社内における見込利用可能期間（５年）に基づいており

ます。

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（４）長期前払費用

均等償却を採用しております。

 

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

 

EDINET提出書類

日本空調サービス株式会社(E04973)

有価証券報告書

 89/106



５　引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度における支給見込額を計上しております。

（３）受注損失引当金

受注案件の損失に備えるため、受注済案件のうち当事業年度末において、損失の発生する可能性が高い

と見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが可能なものについては、翌事業年度以降に発生が見

込まれる損失額を引当計上しております。

（４）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による

定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）に

よる定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

 

６　収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの工事契約の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

 

７　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（１）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結

財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（２）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日）を当事

業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基

準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に基づく割引率から支払見込期

間に基づく単一の加重平均割引率へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度

の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しておりま

す。

この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が68百万円増加し、繰越利益剰余金が44百万円減少しておりま

す。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微であります。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

流動資産   

売掛金 1百万円 0百万円

未収入金 43百万円 47百万円

その他 3百万円 -

流動負債   

買掛金 218百万円 193百万円

工事未払金 12百万円 11百万円

未払金 1百万円 6百万円

未払費用 0百万円 0百万円

前受金 0百万円 -

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

建物 330百万円 313百万円

土地 242百万円 242百万円

計 572百万円 556百万円

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

１年内返済予定の長期借入金 159百万円 144百万円

長期借入金 278百万円 133百万円

計 438百万円 278百万円

 

　３　貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引金融機関４行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。

　この契約に基づく事業年度末の借入未実行残高等は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

貸出コミットメントの総額 3,000百万円 3,000百万円

借入実行残高 300百万円 -

差引額 2,700百万円 3,000百万円
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

サービス売上高 22百万円 6百万円

完成工事高 1百万円 0百万円

サービス売上原価 1,650百万円 1,631百万円

完成工事原価 103百万円 35百万円

その他（販売費及び一般管理費） 9百万円 78百万円

受取利息 0百万円 0百万円

受取配当金 81百万円 54百万円

受取ロイヤリティー 26百万円 30百万円

受取手数料 10百万円 9百万円

その他（営業外収益） 9百万円 9百万円

支払利息 5百万円 7百万円

 

※２　販売費及び一般管理費に含まれている研究開発費の総額は、次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成25年４月１日
　　至　平成26年３月31日）

　当事業年度
（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

　 5百万円 10百万円

 

※３　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

土地 76百万円 -

 

※４　固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物 67百万円 -

その他の無形固定資産

（電話加入権）
0百万円 -

計 67百万円 -

 

※５　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

建物 3百万円 0百万円

工具、器具及び備品 0百万円 0百万円

計 3百万円 1百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

当事業年度

期首株式数

（株）

当事業年度

増加株式数

（株）

当事業年度

減少株式数

（株）

当事業年度

株式数

（株）

自己株式     

普通株式（注） 1,326,186 41 - 1,326,227

合計 1,326,186 41 - 1,326,227

（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加41株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。

 

当事業年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

当事業年度

期首株式数

（株）

当事業年度

増加株式数

（株）

当事業年度

減少株式数

（株）

当事業年度

株式数

（株）

自己株式     

普通株式

（注）１,２
1,326,227 1,326,227 - 2,652,454

合計 1,326,227 1,326,227 - 2,652,454

（注）１　当社は、平成26年４月１日付で１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

２　普通株式の自己株式の株式数の増加1,326,227は、株式分割によるものであります。

 

（有価証券関係）

子会社株式は、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、子会社株式の時価を記載し

ておりません。また、関連会社株式は保有しておりません。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

（単位：百万円）
 

区分
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

子会社株式 901 901
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（税効果会計関係）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産   

長期未払金 28百万円 21百万円

株式報酬費用 18百万円 29百万円

未払賞与 205百万円 226百万円

退職給付引当金 258百万円 285百万円

会員権評価損 0百万円 0百万円

一括償却資産 4百万円 2百万円

未払事業税 31百万円 27百万円

減損損失累計額 19百万円 17百万円

その他 44百万円 38百万円

繰延税金資産小計 612百万円 650百万円

評価性引当額 △22百万円 △20百万円

繰延税金資産合計 589百万円 630百万円

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △346百万円 △508百万円

固定資産圧縮積立金 △48百万円 △44百万円

特別償却準備金 △1百万円 △0百万円

繰延税金負債合計 △396百万円 △553百万円

繰延税金資産の純額 193百万円 77百万円

 

（注）　前事業年度及び当事業年度における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれておりま

す。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 249百万円 270百万円

固定負債－繰延税金負債 △55百万円 △193百万円

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

法定実効税率 37.71％ 35.34％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.99％ 0.47％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.58％ △1.71％

住民税均等割等 3.43％ 3.11％

役員賞与引当金 0.44％ 0.48％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 1.45％ 3.63％

税額控除 △0.05％ △2.85％

その他 1.08％ 0.11％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.48％ 38.59％
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３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の

引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効

税率は従来の35.34％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については32.83％

に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.06％となります。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は０百万円減少し、その他

有価証券評価差額金が51百万円、法人税等調整額が52百万円それぞれ増加しております。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり純資産額 553.33円 607.91円

１株当たり当期純利益金額 45.70円 51.94円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額
45.22円 51.21円

（注）１　当社は、平成26年２月14日開催の当社取締役会決議に基づき、平成26年４月１日付で株式１株につき２

株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純

資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しておりま

す。

２　「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める

経過的な取扱いに従っております。

この結果、当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額はそれぞれ、3.14円、0.58円及び0.57円減少しております。

３　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前事業年度

（自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日）

当事業年度
（自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益金額（百万円） 787 895

普通株主に帰属しない金額（百万円） - -

普通株式に係る当期純利益金額（百万円） 787 895

普通株式の期中平均株式数（株） 17,239,614 17,239,546

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） - -

普通株式増加数（株） 184,320 247,405

（うち新株予約権（株）） (184,320) (247,405)

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定に含めなかった潜在株式の概要

-

 

４　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 9,592 10,571

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
53 91

（うち新株予約権（百万円）） (53) (91)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 9,539 10,480

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株）
17,239,546 17,239,546
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（重要な後発事象）

当社は、平成27年３月13日開催の取締役会において決議した子会社の設立について、以下のとおり設立いたしまし

た。

（１）設立の目的

四国エリアにおける新規顧客開発及び営業拠点網の拡充を目的として設立するものです。

（２）設立する子会社の概要

① 名称 日本空調四国株式会社

② 所在地 香川県高松市番町１-６-６ 甲南アセット高松番町ビル304号

③ 事業の内容 総合建物設備メンテナンスサービス業

④ 資本金 20百万円

⑤ 設立の時期 平成27年４月28日

⑥ 取得する株式の数 20千株

⑦ 取得価額 20百万円

⑧ 出資比率 当社100％
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

投資有価証券 その他有価証券

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

ダイキン工業株式会社 172,451 1,387

ダイダン株式会社 536,273 439

住友商事株式会社 158,019 203

株式会社三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グループ
125,500 93

株式会社大気社 29,918 89

ユアサ商事株式会社 28,315 71

株式会社愛知銀行 8,300 50

久光製薬株式会社 7,421 36

中部国際空港株式会社 506 25

イオンディライト株式会社 3,400 9

その他６銘柄 30,825 27

計 1,100,930 2,433

 

【債券】

　該当事項はありません。

 

【その他】

　該当事項はありません。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価
償却累計額
又は

償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引
当期末残高
（百万円）

有形固定資産        

建物 4,573 6 5 4,574 1,994 134 2,580

車両運搬具 5 - - 5 4 0 0

工具、器具及び備

品
535 37 52 520 395 62 124

土地 3,086 - - 3,086 - - 3,086

建設仮勘定 1 - 1 - - - -

有形固定資産計 8,202 44 59 8,187 2,394 197 5,792

無形固定資産        

ソフトウエア 140 59 25 174 85 33 88

電話加入権 10 - - 10 - - 10

その他 34 - - 34 0 0 33

無形固定資産計 185 59 25 219 86 33 133

長期前払費用 27 2 12 16 10 4 6

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 27 0 25 0 1

役員賞与引当金 16 20 16 - 20

受注損失引当金 - 5 - - 5

（注）　貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 -

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告の方法は、電子公告としております。

ただし事故その他やむを得ない事由により、電子公告ができない場合は、日本経済新

聞に掲載しております。

電子公告は当社のホームページに掲載しております。

公告掲載ＵＲＬ http://www.nikku.co.jp/

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　当会社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

１　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

２　取得請求権付株式の取得を請求する権利

３　募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利

 

EDINET提出書類

日本空調サービス株式会社(E04973)

有価証券報告書

101/106



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度　第51期（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）平成26年６月26日東海財務局長に提出

 

（２）内部統制報告書及びその添付書類

　平成26年６月26日東海財務局長に提出

 

（３）四半期報告書及び確認書

　第52期第１四半期（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）平成26年８月14日東海財務局長に提出

　第52期第２四半期（自　平成26年７月１日　至　平成26年９月30日）平成26年11月14日東海財務局長に提出

　第52期第３四半期（自　平成26年10月１日　至　平成26年12月31日）平成27年２月13日東海財務局長に提出

 

（４）臨時報告書

平成26年６月26日東海財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく

臨時報告書であります。

 

（５）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

平成26年10月31日東海財務局長に提出

事業年度　第51期（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及び

その確認書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成27年６月23日
 

日本空調サービス株式会社
 

 取締役会 御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　賢次　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 湯本　秀之　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本空調サービス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわ

ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

空調サービス株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本空調サービス株式会社の

平成27年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、日本空調サービス株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

平成27年６月23日
 

日本空調サービス株式会社
 

 取締役会 御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鈴木　賢次　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 湯本　秀之　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本空調サービス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第52期事業年度の財務諸表、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ

た。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本空調

サービス株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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